
臨 j事勤理華那覇;時事lJ謹謂盟輯輔輯購輯輯輯輯輯輔

産嬬人科の診察室から

竹内理恵

「女ヱ哀史jと「サボテン女j

「毎日、お弁当を作る工場で夕方4時から次の

日の朝7時まで働いてる。学校から帰ってきたこ

どもと話す時間もないよ。もう、クタクタ」と、か

らだの不調を相談にきた日系ベル←人女性は

真っ青な顔色をして話していた。 8～寺間労働制の

原則を変えて雇用主の都合で労働時間を増減で

きるという「変形労働時間制」が取られると、 1か

月単位の変形制であれば1日あたり、あるいは1

週あたりの労働時間の上限はなく、とのベルー人

交性のように連続して10数時間拘束されるよう

な働吉方があたりまえのものとなってしまう。ま

さに「女ヱ哀史」の普遍化といえるような長時間・

低賃金労働が現実のものとなってしまう。

「サボテン女」という言葉がある。「総合職で頑

張るぞJと意気込んで就職した女性たちを待ち受

けているのは早朝から深夜まで統く長時間であ

り、「男の同僚はだれでもしていることJとふたこ

とめには嫌みをいう上司である。疲労とストレス

でぼろぼろになりながら、 Iもっと頑張らないと

『女だから甘えている』と言われてしまうJとわが

身にムチを打つようにして働くうちに、日常から

うるおいがなくなっていく。食事もコンビニエン

スストアで賢ってそそくさと済まし、あとはベッ

ドに倒れ込んでしまう、趣味や恋愛といったうる

おいなど無縁の生活。とういった生活をしている

女性たちを「最低限のうるおいで生きている=サ

ボテン女Jというのだそうである。裁量労働制が

多くの職場に持ち込まれることになると、この

「サボテン女」状態がさらに広がることはまちが

いない。

女性のライフスタイルは
変化じたが.・.

現代は多格化の時代であるとよくいわれるが、
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京性のライフスタイルはその多様化をになう代

表的なものといえよう。結婚し、数人のこどもを

産み、育てることが女性の 生の大半をしめた時

代には、多くの女性にとってそれ以外の選択肢は

残されていなかった。現在では、結婚もこどもを

産むととも重要な選択肢ではあるが、決して絶対

的なものではなくなっている。また、初潮から閉

経まで江生成熟期がずっと長くなり、後述するよ

うな月経にまつわるトラブルや子宮筋腫・子宮内

膜症で苦しむ女性が増加してきでいる。

そして、このような灸化は働くことと不可分の

関係を持っている。女性が経済的な力を持つ、と

いうプラスの面ももちろんある。しかし、マイナ

スの面も大きい。職業上のキャリアを優先させる

ために「こどもを産むjという選択肢を先送りに

したり、諦めたりしなければならないこともあ

る。また、働くうえでのストレスが健康上のトラ

ブルを悪化させる。

そして今、働く女性の健康は、労働法帝I'の改悪

によってさらなる悪化の危機にさらされている。

産婦人科医師として女性の健康問題にかかわっ

てきた立場から、労働ストレスが女性のからだに

およぼす影響について、事例を紹介しながら、労

働法制の改悪がもたらすであろう健康破壊につ

いて考えてみたい。

月経サイクルを乱す
労働ストレス

ーストレスが卵巣機能を値下させるー

「また生理が止まっちゃった」といってAさん

が基礎体温表を持って診察を受けに来た。 1年ほ

ど前に失恋によるショックが原因で月経が止

まってしまったことがあり、それ以来、卵巣の働

きを把握するために基礎体温表を付けてもらっ

ていた。毎朝、起床前の体温を口の中で計り、それ

をグラフにしていくと卵巣の働きが順調であれ

ば、そのグラフは 36.7度以下の低温期と 36.7度

以上の高温期に分かれる。そして低温期と高温期

のあいだが排卵、ということになる。との状態を

「二相性」と呼び、卵巣¢働きが低下して排卵が起

きず、低温期がずっと続く状態を「ー相性」と呼

v与、。

Aさんの体温表は漢方薬での治療の効果もあ

がり、ようやくはっきりしたととろだ、ったが、そ

の後また、低温期が続き、漢方治療への反応も悪

くなっていった。「思い当たる原因はつ」と訊ねて

も!思い当たるものがなかった。何回か診察を重ね

たが、なかなか卵巣の働きが元にもどらない。「職

場では何かなかったの ? Jときくと、「実はこれま

でしていた交換手の仕事をやめさせられるんで

す。ダイレクトインのシステムにするから私たち

はもういらないってJそして、会社に残ること

を望むなら他の部署への配置転換に応じなけれ

ばならないこと、まだ 2 0代なかばではあるが職

場では古株のAさんが、後輩の交換手たちがど

うするかを相談に乗って取りまとめるよう命じ

られたことなどを話してくれた。もう一度ふたり

で彼女の基礎体温表を見直すと、ちょうど職場の

上司に配置転換の話を持ち出された頃から排卵
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が見られなくなっている。

Aさんは、「自分ではそれほど気にしていない

つもりだったけと¥やっぱり影響が出るものなん

ですね」と驚いていた。結局、 A さんは退職を選

び、決心がついたころから彼女の卵巣の働きは活

発となり、基礎体温はふたたび二本自性を示すよう

になった。

有期雇用という名目で事実上の若年定年制が

横行するようになれば、 Aさんのようなケースは

急増するにちがいない。

Bさんは30代、 2児の母であり、 3交代で勤務

する看護婦でもある。妊婦検診に通ってきていた

Bさんは、明るい頑張りやさん、という印象だ、っ

た。第2子の出産後、しばらくぶりに会ったその

Bさんの表情があまりにも暗いのでびっくりし

た。「どうしましたつずいぶんシンドそうだけ

ど」とたずねると、みるみる自に涙を浮かべて説

明してくれた。

月経前のいらだちがとてもつらいのだという。

それが月経前緊張症、すなわち月経前にホJ［モン

の変動などが原因で倦怠感ゃいらだち、むくみ、

食欲冗進などの症状が起きるのだ、ということは

看護婦という仕事柄Bさん自身もよくわかって

いる。「でも、最近のイライラはこれまでのようで

はなくて、とてもつらいんです。職場では寝たき

りの患者さんのきつい言葉に向かって、普段なら

柔らかく言葉を返せるところを、こちらもきつい

口調でやり返してしまったり。疲れて帰って、こ

どもたちが言うことを閣かないと、つい手をあげ

そうになったり 」

これまでと変わったことはっとたずねると、

職場の勤務の組み方がきっくなったという。変則

2交代制が導入され、仮眠なしで10数時間の勤務

をこなさなければならなくなった。

月経前症候群は月経時の痛みとはまた違う、精

神的ないらだちゃ落ち込みを伴うことの多い疾

病である。ほとんどの場合にむくみを伴い、この

むくみを悪化させる塩分の摂取を控えることが

重要となる。しかしBさんのような長時間勤務で

は、自分で薄味の食事を作って食べることもまま

ならない。忙しさ→いらだち→セルフコントロー

ルできずに塩分の濃い食事を摂る→むくみの悪

化→いらだちの悪化 という悪循環が生み出さ

れていく。

一摂食障害一三二?
一「できる主主」めti~たちのき悩ー

大企業で専門職として長年働いてきたCさん

は、大学生の長女を連れて診察室に現われた。月

経が数か月前から止まっているという。ガリガリ

にやせた長女の様子を見て、「食事はきちんと食

べているのつ jと訊くと「はい、 1日3回Jと答え

る。「吐いたり、下剤を使ったりしていないのり」

と畳み掛けてみると否定はせずにうつむいてし

まう。

「そうなんです、先生。拒食症だと思います。神

経科へ、とも思ったんですが、この子がどうし

てもイヤだと申しまして。ただ、生理が止まって

しまっていることは本人も Jl ;唖日しまして、相談の

末、こちらに受診しました」と Cさんが説明して

くれた。拒食症による過度のやせとそれに伴う減

食性の無月経である。無月経については産婦人科

でのフォローアップをすることとし、拒食症につ

いては娘さん本人は専門の治療機関と自助グ

ルーフ。を紹介し、母親である Cさんにも摂食障害

(拒食症・過食症を合わせてこう呼ぶ)の娘を持つ

母親の会を紹介した。

しばらくしてCさんが近況の報告に寄ってく

れた。「摂食障害のことを書いた本を読むと必ず、

『摂食障害は母子関係にゆがみがある』って書い

でありますよね。あれにはすごく反発を感じてい

たんです。でも、摂食障害の母親の会に出るよう

になって、そうでもなくなってきました」仲間

の母親には自分と同じようにがむしゃらに働い

てきた女性が多いのだという。 rl母親が娘を十分

に甘えさせ、個性を認めてやらなかった。学校の

図 子宮内膜症の原因や悪化の要因だと思うもの<総合>(円二 660)
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仕事上の人間関係のストレス 50.5

童生活

職場の過剰冷房

衣服(化樹、しめつける、ミこなど) 29.5

自分の性格

食品添加物、農車など

タンポン檀用

苦さにまかゼての需理な仕事

親とのストレス

大気汚染
(ダイオキシン、窒素酸化物など>

通学、通勤途上の交通機関や
地下街などの過剰冷房

アレルキ以外の体質

夫とのストレス

月手霊中のセックス

アレルギー体質

過重労働

量、姑とのストレス

不妊,古擦

20.2
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18.9

ほかに
18 .9 
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.洋菓手

15.6

・コヒ
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・fiまいの化学物質

(化学建材、衣料品用の化学物質、

住洗剤など)

タノ Yコ
アルコール

.ダイエット

妊娠、出産

・他の科の病気、治療

・内膜症以外の腹部、下腹部手術

など

日本子富内膜症協会『子宮内膜症の事実1(19 9 8 ) より

成績ばかり問題にした』ってよく書いてあります

よね。でも、男の人たちにまじって必死に働いて、

クタクタになって家に帰ってそれから家事で

しょ。家族とゆっくり話す時間なんでどこにもな

かったです。学校の成績が良ければそれでとりあ

えずホッとするくらいで。お母さんたちと話して

いると、『ああ、との人も私と同じようにして生き

てきたな』と思うことがよくあるんです」

働く母親の労働がより長時間化し、より不規則

なものとなればこのよう親子関係の歪みもさら

に広がっていくだろう。

月経由難症と子富観腫・
子宮内膜症

労働過重が痛みを強くするー

販売員をしている 4 0代前半のDさんは、子宮

筋腫と子宮内膜症が合併した状態で、かなりきっ
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い月経痛で毎月のように苦しんでいた。立ち仕事

であるとともあり、月経時には鎮痛剤を必ず使

い、それでも完全に効かないときもあるという。

何年か前の 1月のこと、そのDさんが、 「今回の

生理はホントに楽でした」と言うので、何か理由

があったのかたずねた。すると、「この年末年始は

何年ぶりでゆっくり休めたんです。やっぱり、休

めた後の生理は、いつもと比べてずっと楽でし

た」という答えがかえってきた。「大体、私が生理
痛でものすごく背しむようになったのは、職場を

変わったばかりで、そのうえとっても忙しくて疲
れ切っていた頃のととなんです」

職場でのストレスや労働過重が月経時のつら
い症状を悪化させると感じているのはDさんだ

けではない。さきごろ子宮内膜症を持つ女性たち

の自助グループである「子宮内膜症協会」が出版
した「子宮内膜症の事実」によるとアンケートに

答えた 660 人の女性のうち半数が図(前頁参照)
にあるように、「子宮内膜症の原凶や悪化の要因

だと思うもの」として「仕事上の人間関係のスト
レス」をあげており、 rr ' l ¥悶や恋イじの要悶」と考え

られるもののトップになっている。
との凶では、 5番目に「自分の性格」となってい

るが、これはかつては千宮内1安症によって引き起

こされる痛みや精神的な苦痛・不安が逆に子宮内
膜症を持つ女性たちに共通した要因のようにい

う医師たちがいたととよる。これに対し、職場で
のストレスや、冷房などの職場環境、過労などと

子宮内膜症の関連については関係付けて医師た

ちによって語られるととは少ない。それにもかか

わらず「自分の性格」に比べずっと多数の女性た

ちが職場でのストレスを要因としてあげている

のは、それが医師から植え付けられた思い込みな

どではなく、生活の '1'からの実感に根ざしている

ととを示している。

セックスライフ
労働過重は性衝動を減退させる

家電メーカーで働く 3 0代なかばのEさんは、

職場結婚をしたおないどしの夫と不妊の相談で

来院した。 2 0代前半で結婚したふたりは、 rE さ

んが一定のキャリアを職場で築くまではJと避妊

を続け、ようやく 1年ほど前に避妊をやめたとい

う。ところが、避妊をやめても Eさんがなかなか

妊娠しないので相談のために受診したのである。

しかし、 Eさんが持参した基礎体温表を見せて

もらうとセックスの印がほとんど付けられてい
ない。訳をたずねると、「実は自分たちも不妊症の

問題なのか、セックスレスの問題なのかわからな

いので、そこを相談したいのだjという。 「同じ職

場で彼女のことを見ていますから、どれほど疲れ

ているかもよくわかっているつもりです。それだ
けに、こどもは欲しいけれど、『やっぱり明日の仕

事のためには少しでもからだを休めようね』と

セックスどころではない、という感じになってし

まうんです」と夫が言う。
このように労働過重が性行動を抑制している

ケースが最近増えているという印奪くがある。さら
に「規制緩和」が進めば、さらに多くのカップルが

このEさんたちのような状況に追い込まれるの
はまちがいない。「少子化になんとかして歯止め

をかけよう」という政府があらたにすることとは

信じられないような矛盾した政策なのである。

車年期障害
ー「空の巣」の孤独を耐え難くするものー

5 0代前半のFさんは公務員としてずっと働い

てきた。職場でも組合でも、明るくテキパキとし
たFさんは多くの仲間から信頼されてきた。彼女

の夫も「お似合いjと皆が評するような周阿から
の信望の厚い人物である。そのFさんが、 「もう何

もかもイヤになってしまったんです。本当に孤独
で寂しいし 」と涙ぐみながら診祭に訪れた。

Fさんの落ち込みのきっかけはひとり息子が
大学を卒業し、就職のために家をでて地方で人

暮らしを始めたことである。とのように更年期の

女性がこどもの独立をきっかけに激しい孤独感、

無力感に襲われる状態は「空の巣症候群」と呼ば

れている。多くの女性が経験するものではある

が、とれまで職場でパリパリ働いてきた女性のな

とされていけば、日常的なふれあいはさらに困難

になり「空の巣」の孤独もさらに耐え難いものと

されていく。

かに重症化するひとをよく見かける。「空の巣」と

いっても夫が残っているではないか、と誰しも思

うのだが、どうも夫のことが見知らぬ他人のよう
に見えてしまうらしい。「自分自身も精一杯頑

張ってきたい夫の頑張りも客観的には評価でき

る。しかし、自分の現在の寂しさ、頼りなさを打ち
明ける対象にはならない」ということのようであ

る。
忙しく働き、活動してきたなか最も個人的な部

分のふれあいが希薄になってしまったのだ。労働
時間がさらに正常な生活リスムを無視したもの

髄£裳韓;(f))醸療を暫事立め!こ
一労働と「ジシドザJの習係を
明らかにするデータの集積をー

労働過重や労働ストレスが女性の健康におよ

ぼす影響について振り返りながら痛感するのは、
その「シンドサ」をデータとして明らかにする努

力の必要性である。先に子宮内膜症協会のアン
ケート調査のー部を紹介したが、「規制緩和」の危

機がせまっているこの時期にこそ働く女性の健

康にかかわるデータを集積する責務が、私たち産

婦人科医師にあると恩われる。

ーともに学び考える
学習会・懇談会の開催をー

さらに、働く女性自身が「規市阪和」問題をみず

からの健康をおびやかすものとして主体的にと
らえるためには、私たち医師は労働現場の実態を

学び、女性労働者は健康がおびやかされるメカニ
ズムを学ぶ、というともに学む考える学習会や懇

談会が各地で数多く開かれることもまた rn市
必要であると考える。ltI.II凪

A 5判16日貰本体3,570円
発行所(株)池田書広
東京都新宿区弁天町4 3番地
τ'EL(0313267-6日21

竹内理恵さんの本「安I~'して治す・子宮筋腫」

「現代の日本において、子宮筋腫はたいへんポピユラ←な病気です。
日本の成人女性の約2割に子宮筋腫が発見され、発見されるに至らな
い小さなものまで含めると、約3割近くの女性が『筋腫もち』であると

の推測もあるほどです。
しかも、『子宮筋腫をもっていること』の意味が多様化してきでいま

す。その背景には、私たち女性のライフスタイルが、この数十年で、大
きく変化したことがあげられます。ー-
子宮筋腫は良性の疾患です。正しい知識を身につけて、あなた自身

がこの病気とのつきあい方を決めてください。そして、心から納得で
きる治療法を選んでください。本書がそのための J 助となる 悶T市
ことを願っています。 J(rはじめに」から) 臥↓岨

6 安全センタ 情報 1998年 10月号 安全セ/夕情報1998年 10月号 7
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唱 金@
VDT作業 15年の変化者ふまえて

酒井一博

全国安全センターでは、一昨(1996)年 11月 15-16日に全国 6か所で rYDT労働ホットライ
ン」を実施しました (1997年 1・2月号参照)。その結果および各地域センターに寄せられた最近

の相談の経験などをふまえて、安全で健康にコンビューターを使いこなすためのガイドブック
の作成を進めてきましたが、『心とからだに優しいパソコン活用ガイド』としてようやく発行で

きることになりました。

著者として、(財)労働科学制究所の酒井一博副所長には全面的に御協力いただき、また、第1
章「チェックポイント 35J は漫画家のさとうしんまるさんの手により、すべて漫画になって

非常に読みやすくとなったと自負しています。
「わずか10年か 15年あまりの筒に、ワープロやコンビューターが、職場や生活の場で広く使

われるようになりました。その便利さや可能性が華々しく語られる一方で、『日が疲れる jl肩こ

りがひどい jlストレスが増えた』といった心身の不調を訴える声もしばしば聞かれます。では、
どうすればいいのか。書庖やパソコンショップではソフトウエアの解説本などは所狭しと並ん

でいますが、こうした声に応えるものはほとんど見あたらないというのが現状です。

本書はパソコンなどを使うユーザーが、使い勝手のよい機器を選び、働きやすい環境づくり
をめざす上で、ぜひ参考にしてほしい事柄や考え方をまとめたものです。全体を 3章立てとし

ました。第 1章は、 V D T機器やオフィス、さらに VDT作業全体を見つめ直し、必要な改善項目

を明らかにするためのポイントをおに集約して、解説しました。いわば『学習編』です。関連す
るトピックスは囲み記事にして少し詳しく述べました。第2章は、コンビューターの普及に伴
う職務や職場、社会の変化を踏まえた本書の問題意識とコンビュータ利用のコンセプ卜を提示

した『理論編』です。とこもぜひ読んで、あなたのご意見を聞かせてください。そして第3章は、
職場を改善するツール(道具)であるアクションチェックリストと、その使い方を解説した『実

践編』に当たります。解説書を読んだだけではあなたの仕事、あなたの職場は決してよくなりま

せん。職場改善はこのチェックリストを使って、あなたが取り組むことからはじまります。よい
結果を期待しています。職場改善の結果は、私たちにもぜひお知らせ下さい。 J(同書「はじめに」

から)

本号と次号で第2章 r V D T作業と安全・保健対策jの内容を御紹介します。なお、本書 関Ti習
は、全国安全センターおよび各地域センターにおいて予約受け付け中です。 組1L通

酒井一博(さかいかずひろ)
1 9 4 6年生まれ.1973年早稲田大学理工学研究科博士課程2年 
修i0 1973 年~財団法人労働科学研究所(労働生理ι理学研究 
部、研究員)採用 Î986~1987 年フィンランド国立労働衛生研

究所労働生理部門官学a現在、財団法人労働科学研究所副所長固
医学博士g

著書(いずれも共著、共訳)
自動車運転労働(労働科学研究所出版部 1980) 労働時間(労 
働科学研究所出版部、 1981)、労働負担の調査(労働科学研究所
出版部 1984)農業労働科学入門(筑度書房 1986)、産業調労 
ハンドブック(労働基準調査会、 1988) 、人間工学(上)(日本出
版サービス、 1988)、筏術革新と労働の人間化(労低持ヰ学研究所
出版部、 1989)、現代労働荷生ハンドブ!ノク(労働科学研究所出
版部 1989) 、勤務時間制空代制(労働科学研究所出版部、
1990) 、人聞の許容限界ハンドフック(朝倉書腐、 199 0)、看護
人間工学(メヂカルフレンド社、 1990)安全、高生、作業条件卜
レ ニングマニュアル(労働科学研究所出版部、 199 0)、清掃
労働j(労働基準調査会 1990)、清掃職場収集作業を中心に
(労働基準調査会 1993)

1L一コンビ曹ュ畢ーターの性能は現在に至っても日進

コンビューターの性能は現在に至っても日進

月歩をつづけている。これまでのようなコン

ビューターの単体使用の時代からネットワーク

のH寺代に入り、新たな使い方がつぎつぎと開発さ
れることで、応用の可能性がさらに広がりはじめ

ている。このことによって、新規ユーザーの参入

が改めて進む一方、ユーザーの扱える情報量が飛

躍的に増大するととで、われわれのワークスタイ

ルやライフスタイルは目に見えて変化している

といってまちがいないであろう。こうした状況を

どうみて、これからコンビューターとどう向かい

あっていくか。 1980年代の半ば過ぎから急激に
普及をはじめたパーソナルコンビューターの10

年強の経験を踏まえて、いま、つきあい方を改め
て見直すよいタイミングである。安全で、健康的

にコンビューターを使いこなすことは当然とし
て、同時にいつまでもよいパートナーでありつづ

けるために、われわれはコンビューターに何を望
み、それをどう使いこなしていくか。本書はそう

したことを背景に、 V D T作業に関するユーザー

のチェックポイント集としてまとめたものであ

る。しかし、このチェックポイント集はユーザー
ばかりでなく、メーカーの方々にこそ参考にして

もらいたい内容をたくさん盛り込んだことをつ

け加えておきたい。
コンビューターの高度利用によって職場や家

庭に大きな地殻変動が起こっている。そこには面

白いとか便利だとかいった次元の問題を超えた

内容を含んでいる。この点から考えてみたい。
第 1に、コンビューターのネットワーク化に

よって情報の共有化が急速に進み、新しい可能性

を生む時代となっている oすごい時tになってき

たものだ。まず、情報を得る窓口が大幅に広がっ
た。別のいいかたをすれば、情報がある特権階級

の人たちのものだけでなくなっていることであ

る。その気があれば、誰でもが相当な量と質の情
報を手に入れることができるようになっている o

さらに、情報発信の窓口も同時に広がったことが

特徴である。この応用範囲は広いものと思える。

たとえば、このネットワークの輸に参入すれば、
会社に出勤して、机の前に座らなくては仕事にな

らない、なんでいうことはなくなる。家にいても
仕事はできるし、喫茶屈でだ、ってできなくはな

い。つまりネットワーク化によって、ワークスタ

イルが変化する予感がするし、実際、変化しはじ
めている。ネットワークを結べば、仕事は「いつで

もJrどこでも」できることになった。 SOHO(ソー

ホ )とよばれるスモールオフィス、ホームオ
フィスの構想も、にわかに現実味を帯びてきた。

もはや時間で働くワークスタイルではなく、成果

8 安全センタ 情報1998 年 10月号 安全センタ 情報1998年 10月号 9
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によって働く時代だという声高な論調さえもき

こえてくる。先を急ぐ主張は少なくない。しかし、

ここは思案のしどころである。歴史の大きな曲が

り角であるから、皆が先の見えるところで選択肢

をきめたい。「これからはこうなる」だけでなく、

長年培ってきた職場ルールはどうなるか。この分

野でのソフトランディングのために、いま何をす

べきなのか。

目を企業内に転じると、たとえば組織のフラッ

ト化が多くの企業で促進されている。情報はこれ

まで、ずっと部長→課長→係長→スタッフとトッ

プタウン的に伝えられてきた。職位、職階によっ

て保有する情報の量と質は明らかに異なってい

た。ところが、ネットワーク化によってその様相

は一変する可能性がある oネットワークを通じて

全員が同時に情報を共有できるようになってし

まった。このインパク卜は強い。組織のフラット

(平坦)化はとうして現実のものになっていくの

である。

第2は、この情報の共有化によってバリア(障

壁)を多様に到服する可能性が開けてきたことを

大いに歓迎したい。外出することが得手でない高

齢者や障害者が居ながら情報をキャッチし、また

発信するととは、理論上、可能である。高齢者や章

害者に対する情報凶からのバリアフリーへの貢

献は今後大いに期待されるところである。その意

味でも、コンビューターのわかりやすさと使い勝

手の向k、とくに多様なインターフェースの開発

はますます重要になっている。

第3は、情報の共有化が進むことで、組織のフ

ラット化の流れや、情報の受発信に当たって起こ

るバリアを克服する試みがあちとちで起こるこ

とは大いに評価できるととである。しかし、技術

的な可能性だけで「できる」とばかりに既成事実

が積み重なってしまうことにはいささかの危う

さを感じないわけにはいかない。とくに、技術開

発競争が先行してしまい、プライバシーや情報の

セキュリティに関する社会的な議論や合意形成

カ1後塵を拝するようであってはならない。技術と

倫理との折り合いをつけながら、技術開発や社会

的な応用が進むような成熟した社会でありたい

と思う。

第4は、コンビューターの高度利用によって、

新たな作業負担や職務ストレスが実際に浮上し

てきている点に注目したい。すでに 1980年代の

半ばには、コンビューター労働におけるメンタル

ストレスとして、不適応と過剰適応の両面が警告

されてきたが、現在に至ってもこの頃向にかわり

ない。むしろ、高度利用になっている分、ストレッ

サーもさらに多様化しているといえる。しかし、

個人、職場、社会全体の対処はト分とはいえない。

ストレスの問題はむしろリスキになっている

とみなければならない。「パソコン?いけい

け!Jだけでなく、働き方(ワークスタイル)から

社会のありょうまで含めて、コンビューターの高

度利用社会の功罪をゆっくりと見直す機会をも

ちたいものである。ここではとくに、子どもへの

インパクトと、情報のチャンネルをコンビュー

ターだけに限定しないことが重要であると指摘

しておきたい。コンビューターネットワークによ

る情報の共有化のメリットの大きいことは認め

るものの、同時にフェースツーフェースのコミュ

ニケーショシやハ←ドコピーによる情報交換の

よさも十分に認め合っていきたい。多様な価値観

の同居を認め合う職場や社会の柔らかさがあっ

てこそ本物といいたい。同時に、ストレスの多面

的な対処法(コーピング)を具体的に検討し、職場

や個人に応用していくことも重要である。

第5は、非常に簡便な情報の受発信によって情

報の共有化が進み、職場や社会の地殻変動が起

こっているととは事5主である。ただし、この簡便

な情報の受発信が情報過多を守み、多くの人が慢

性的な繁忙状態に焔る可能性をはらんでいるこ

とに留意したい。運用の仕方次第では、生産性の

向上が姐まれるのではないかと危具されるほど

である。情報の捨て方、選び方に払識が問われる

時代なのかもしれない。

L -= 15年の霊佑

現在のようなパーソナルコンビューターーの

職場導入が広く始まったのは1980年代に入って

からである。それから 15年くらい経過した。当

時、日本語ワープロの機能・性能には、皆、驚いた

ものである。キーボ ドを使った入力など日本人

とは無縁なものと思っていたが、いまや必需品で

ある。このワープロやパソコンの導入とほぼ平行

して、それを使う人たちへの健康影響についての

調査・研究も精力的に行われ、 1980年代半ばには

多種の r Y D T作業に関するガイドラインjとして

結実した。行政、メーカーをはじめ、ユーザーとし

ての企業や労働組合、さらに関連学会などが、そ

れぞれの立場で熱心に取り組んだ成果である。ほ

ぼ、同じ頃、外国でも同じ趣旨のガイドラインが

開発された。

労働省

労働省は、 1985年 12月 20 日にrYDT作業の

ための労働衛生上の指針」を策定した(昭和60年

12月20 日付け基発第7 0 5 号労働省労働基準

局長通達 1997年 1・2月号参照)。本ガイドライ

ンの柱は、(1)環境管理、作業管埋、及び健康管理

に関して総合的な労働衛生管理活動への自主的

な取り組みを行うこと、 (2)労働衛生管理を進め

るにあたっては、労働衛生管理体制の整備、衛生

委員会の活用、人間工学的配慮、試行的な取り組

み、教育訓練の実施等に配慮することであった。

ガイドラインには、 Y D Tが設置されるオフィス

の作業環境や一連続作業時間などに具体的な目

標値が掲載されたために、オフィス環境は照時間

のうちにレベルアップされた。さらに、指針運用

土今の留意事項を示した労働省労働殺I生課長内翰

(昭和61年 3月 17日付け 同前) 、および、 rVDT 

作業に係る労働衛生教育実施要領J(昭和61年3

月31日付け基発第1 8 7 号労働省労働基準局

長通達同前)も策定している。

これらのガイドライン等は、 1986年 8月に中

央労働災害防止協会が発行したr Y D T作業のた

めの労働衛生実務』等の解説書や法令集等に掲載

されている。必要であれば最寄りの労働基準監

督署に問い合わせてみてもよいだろう。

総評'

1985年5月に総評(日本総労働組合評議会、当

時)から発表された。マイコン調査委員会の独自

調査にもとつく V D T労働規制jのための指標(ガ

イドラインで)で、当時、労働組合サイドからださ

れた包括的で、代表的な見解であった。 rYDT労

働と健康調査最終報告(第4次報告)Jと「総評の

V D T労働規制のための指襟(ガイドライン )Jの

2部構成からなる 245ベ←ジの冊子が上梓され

た。

日本産業衛生学会

3年間の検討期間をへて、 1985年7月に日本産

業衛生学会YDTに関する検討委員会が rYDT

作業に関する勧告Iをとりまとめた。全体構成は

6章だてであるが、内容は多岐にわたり仔細に検

討されている。たとえば、 4章の fVDT作業機器、

作業環境」では、 1原則、 2.CRT表示装置、 3.CRT

以外の視覚的表示装置、 4キーボード、 5キ←

ボード以外の入力装置、 6椅子、 7机(作業机) 、 8 

足のせ台、 9書見台、 10帳票・文書、 11周辺機器、

12コンビュータ←・システムの機能、 13作業空

間、 14照明・採光・遮光、色彩・反射光、 15温熱、騒

音、換気、粉塵等がとりあげられ、また 5章の「作

業管理Jでは、 1原則、 2作業編成、 3.VDT作業時

間と作業休止時間、 4作業量、 5疲労回復のため

の施設、 6 . Y D T機器・作業環境の維持管理、 7特

殊な雇用形態、 8作業者の個別の心身条件への配

慮などがとりあげられている。この勧告とは別

に、その後、健康診断基準やV D T作業用のチェッ

クリストなどが作成された。

こうしたガイドラインが発表されてから 1C年

以上の年月が経過した。コンビュータは本格的

な高度利用に向けて技術開発をつづけているが、

それに対応した使い方や使い勝手に関する開発

はどうなってきたのであろうか。単体使用から

ネットワークへ、インターフェースデサインから

ワクスタイルの創成へという太い流れの中で、

1980年代半ばに集中して検討された rYDT作業

に関するガイドライン」の見直し機運の起こるな
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か、 198C年代と比較して、何がどうかわったのか
検証しておきたい。

インターフェースデザイン

使いやすさに関する研究にもとづき、機器の性
能やデザインが大幅に向上した。とくにC R T

ディスプレイの視認性は飛躍的に向上した。従
来、周辺の光環境と調和をとることが難しく、画

面コントラストやグレアなどが視認性を大きく
阻害してきたが、最近の機種はほとんどこれらの

問題を解決してきでいる。また、液品画面も発売
当初と比べると、視認性は驚くほど向上した。し

かし、長時間にわたる画面凝視に伴う視覚負担は

現在に至っても非常に大きいとみなくてはなら

ない。
入力装置が多様化してきた。キーボードの使用

率は相変わらず高いが、最近の機種ではマウスや

トラックボールの使用率が高まっている。携帯端
末はベン入力のことが多い。そのほか、ゲーム用

のコントローラーがよく使われるようになった。

使い勝手の面からの課題としては、ノートパソ

コンや携帯端末の問題を指摘しなければならな
い。持ち運びのできる小型・軽量が売り物である

が、そのために本体、ディスプレイ、キーボードな

どが一体設計となり、操作の柔軟性を欠いている

点が注目される。向時に、小型化やコスト削減の
ために画面の視認性やキーボードの操作性が落

ちることは必須である。ユーザーにとっては、使

利さとこの使い勝手とのトレードオフについて
慎重な検討を望みたい。この小型・軽量パ、ノコン

や携帯端末は、長時間の連続操作のほか、移動物
の中や、暗い場所での操作には同］かないことをよ

く認識すべきである。

ソフトウエアアーコノミクス,

コンビューターの馴染みやすさは主にソフト

ウエアのできばえによることが多いが、このソフ
トウエアア←ゴノミクス領域の改良も著しい。

ユーザーが画伯i)二のアイコンを選択するかたち
でパソコンと対話していけば、たいがいのことは

できるようになった。特別の使い方を除けば、以

前のようにユーザーがパソコンに命令語をかく
必要はなくなったといってもよい。こうしたこと

で、パソコン・ユーザーはさらに加速的に増えた。
しかしながら、では、いまのパソコンの使い勝手

はよいかとユーザーに問えば、答えは‘ノー'だと

思う。パソコンの世界に入いるとっかかりがつか

めない人や、パソコンとの対話の途中で、一端、脱
線が起こると、もとの状態に復帰できない人は、

かなりの数にのぼるものと恩われる。パソコンを
なおいっそうよくするために、メーカ一、ユー

ザ一双方の努力と交流が必要である。

作業姿勢の調節

VDT作業では視覚負担とともに姿勢負担の大

きいことがこの間¢研究によって明らかにされ

てきた。同じ姿勢のままキーボードやマウス操作
を連続するために、前腕から肩、首筋、背中にかけ

て起こる静的負担が、疲労の直接の原因となる。
作業時間と休憩の配分を適正にしていくほか、機

器、作業台、椅子などの人間工学的な関係をユー

ザーに合わせていくことが必要である。

その点、職場では5本足椅子の使用がすっかり
定着した。座面や背もたれが十分に大きく、しか

も座面高、背もたれ角度などの調節が容易で、か
っキャスター付きの5本足が安定性を確保する

とともに、姿勢転換を容易に支援してくれる。こ

の5本足の椅子が世の中の人間工学的な関心を

広げてくれた功績は大きい。

また、テレビモニターについているチル卜(前
後の傾き調整)・スウィーベル(左右の首振り調

整)機構も作業姿勢の調整に役立つ。このように
ともかく、ハード側に便利な調節機構をまずつけ

てもらわなくてはならない。これが第一段階で、

その上でユーザーがとの調節機構を使いこなさ

なければならない。ここにいたってはじめて負担
軽減の効果が発揮される。

作業環境の整備

作業環境面での対応もこの10年問、着実によ

くなってきた。まだ問題は残っているとはいえ、

1 9 8 0年代と比較してコンビューターまわりの

光、音および熱などの物理的環境の改善は著し

い。当初、コンビューターはコンビュータ一、オ
フィス環境はオフィス環境として、それぞればら

ばらな対応であったが、少しずつ相互関係を重視

した設計が進んできた。
機器の改良と作業環境との関係;

それまでディスプレイと周辺の光環境とのミ

スマッチのためにフィルターをかけたり、天井

ルーパーを使用したりしなければならなかった
厄介さを、 C R Tディスプレイの性能向上が一気

に解決させた。同様に、ドットプリンターが発す

る大きな騒音も、レーザープリンターの開発と普
及によって、かなりの程度解決できた。

しかし、騒音のレベルは下がったが、本体やプ
リンターから発せられるファンの音の及ぼす心

理的な負拐は決して小さくはない。多くの人が経
験するように、電源を落としたときの解放感は何

ともいえないものである。電源を落とすことでは
じめてうるさかったことに気づくくらいである

が、実はこの音に1日さらされているのである。
ある種のこの拘束感は、快適な状態とはほど遠

い。排気熱の問題もまだ解決に至っていない。
属辺環境とのマッチング;

1 98 0年代後半から 1 9 9 0年代の前半にかけて 
のインテリジェントビル建設ラッシュによって

オフィスの物理的な環境は一変した。こうした新

しいビルでは、コンビューターネットワークを前
提とした新しいコンセプトでオフィスビルが建

設されたために、コンビューターの使用環境によ
くあった快適な作業環境が実現している。現在、

伝統的なオフィスビルでの作業や、 S O H Oとよ

ばれる中小オフィスや家庭内の作業環境の整備

方法が課題である。

作業スペース

いまだに十分な解決をみないのが作業スペー

スの問題である。一人あたりの専有面積が狭く、

しかもかかえている資料・書類などがもともと多

いところに、さらにパソコンを置こうとするため

に、パニック状態となっているケースすら見られ
る。コンビューターネットワークでの作業が主体

となることが見えている以上、作業スペースやレ

イアウトなどについても新しいコンセプトを構

築して、発想を変えていく必要がある。コン

ビューターの導入や拡張にあたっては、最小限の

スペースの確保と整理整頓からはじめなくては
ならない。オフィススペースの倍増と、オフィス

スペースの有効な活用法を編み出すことは、オ

フィスの生産性向上にとって不可分であると
いって過言ではない。

パソコンの使い方

コンビューターのハード、ソフト面の改良は著
しいが、そのコンビューターを使いこなす技術を

われわれはどう構築してきたであろうか。コン
ビューターを使いこなすことによって、われわれ

の生活は本当に豊かになり、ゆとりある生活をエ
ンジョイできるようになったといえるだろうか。

コンビューターを使いこなしているようにみえ

て、実はコンビューターに振り目されてはいない
だろうか。ただ忙しいだけの仕事・生活からは、一

歩、脱却したいものである。
さらに、大人たちの際限のないパソコンの使い

方が、子どもたちにそのまま反映していないかと
ても気になる。本題ではないが、テレビゲームが
子どもたちの遊びを中心とした生活サイクルや、

成長に及ぼす影響を大人たちは真剣に議論し、対
応を図っていかなくてはならないであろう。

時間規制

確かに近頃のワープロやパソコンは使いやす

くなったし、便利である。こちら(人間)が根を上
げなければコンビューターはいつまでもつき
あってくれる。調子がよくて持聞を忘れることが

ある。 1980 年代につくられたVDT作業ガイド
ラインのうち、手番守られていないのが時間規制

に関する項目であろう。 VDT作業における作業

時間規制は、第1に、 VDTの専門職種を想定して

おり、その面では現在でも入力の専門職種や窓口

業務などでは比較的よく守られている。しかし、

状況は一変した。極端にいえば、オフィス勤めの
すべての人はワープロやパソコンを使うように
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なり、しかも、使用時間が圧倒的に長くなってき

たことである。第2に、もともと堅固肩腕障害予防

対策としてつくられ、 1日の総量規制と一連続作

業時間規制の両面から規定されてきた。しかし、

実際は、専門職種でないと、総量規制も一連続作

業時間規制も適用しにくし、また守られにくい。

その意味で、時間規制は、ほ尿意味をなさないと

いっても過言ではない。パソコンを使った自律性

の高い仕事を自己選択する人たちに時間規制の

網をかぶせようとすること自体無理があるし、効

果もうすい。

しかし、 VDTの過大な使用は視覚負担や筋骨

格系の負担を確実に強めるから、時間規制のもつ

意味はいまでも生きる。「規制をどう守らせるか」

ではなく、(1)その仕事を自己コントロールでき
るか、 (2)その仕事の継続は、生活のゆとりをう

むものか、 (3)その仕事をすることで、能力アッ

プにつながっているか、 (4)疲労回復は適当か、

の4つことを少なくとも憶保しながら仕事をつ

づけていきたい。選択をするのはあなたである。

職務変化

パーソナルコンビュータムの職場導入は、作業

方法やワークスタイルに大きなインパクトを与

えた。もののっくり方、管理のしかた、情報そのも

のの意味や価値が大きく変化した。簡単な話、手

書き原稿を企画者カt作り、それを専門職種のタイ

ピス卜が清書するといったワークスタイルが完

全に崩れた。どうなったか。おわかりの通り、数年

前までは起草者自らがワープロで入力し、そのま

まプリントして関係者に配布していた。ところ

が、技術はさらにもう一段グレードアップした。

いまや入力したものをLANで、瞬時に関係者の

パソコンに送付できる。こうした変化はあらゆる

分野で起こっているが、とくにオフィスの生産性

向上には多大な貢献を果たした。今後は、コン

長くつきあっていく
禄織ですから

使いやすく
人に優しい侵禄を翠ぴ

落ち着いた
環績のもとで
節度あ毛使い方を 
しましょう l

ビューターのネットワ←ク化によるテレワーク

に代表されるワークスタイルの変化は今後大い

に注目されるところである。

コミュニケーション

コンピューターの導入効果は、倒人にとって

も、組織にとっても、また社会にとってもはかり

しれないほど大きなものであった。ただ、コン

ビューター化やネットワーク化に伴う職務変化

や組織変化によって、わオサコれの 人ひとりは、

心が豊かになり、また生活にもゆとりが生まれて

きたといえるか。職場で、家庭で、そして社会全体

でコミュニケーションはおのずとよくなり、相互

に支え合う関係が培われてきたといえるであろ

うか。とのあたりの検証も課題のひとつ 町円
である。 ［次号に続く］ 叫↓以

心とからだに優じいパソコン活用ガイドの内容

【第 1章】チェックポイント 35

ポイント 1 皆で職鴻H改善について話し合い実行する
@使いやすい機器の選択購入

ポイント 2 画面サイズの大きなディスプレイを購入
する

ポイント 3 コントラストが適当な見やすいディスプ
レイを購入する

ポイント 4 闘質ι優れたディスプレイを購入する
ポイント 5 ディスプレイ(表示装置)とキボード(入

力装置)は分離している機種を選ぶ
ポイン卜 6 入力装置については作業正内容や生質、作

業者の好みの応じて選択する
ポイント 7 小さなキーボードの操作は最小限の利用

にとどめる
ポイント 8 役に立つパソコングッスなら使ってみる

@レイアウトのよしあしl土使い勝手の隠し昧

ポイント 9 無駄な動きが最小になるようにレイアウ
卜を|分に検討して運用する

ポイント 10 広い作業スベスを提供する
ポイント 11 必要があれf;f l¥ーティ ションで仕:切る 
ポイント 12 採光や空調と江関健からレイアウトを見

直す
@使いやすいワ-'7ステーション設計

ポイント 13
ポイント 14

ポイン卜 15
ポイント 16

ポイント 17

大型の作業デスクを用意する
作業デスクに配置する機器のレイアウト
を工夫する
J %りやすく姿勢転換を促すよいイスを使う

キーボードやマウスは思いきって低い位
置で使ってみる
日常のメンテを毎日実行する

@人に優しい作業環境整備

ポイント 18 採光に配慮した視頃境をつくる
ポイント 19 静かな環境で作業ができるようにする

ポイント 20 熱環境と空気環境を適切にする

ポイント 21 事務室は禁煙とし、喫煙室を別に設けるな
ど分煙対策を進める

ポイント 22 使っていないときは電源を落とす←漏洩
放射能や電磁校対策と取り組む

ポイント 23 景観に配慮し視環境を適切にする
@適切な業務編成

ポイン卜 24 計画的に作業を進めVDT操作が過大にな
らないように配慮する

ポイント 25 7 .主業にまでV D T 1芋業を持ち込まないよう
にする

ポイント 26 夜間におけるコンピュータ←の長時閣繰

作は避ける
@休憩配分

ポイント 27 管理休憩を適切に配置する
ポイント 28 疲れたら休む
ポイント 29 昼休みは外に出て気分転換をはかる
ポイント 30 作業ルムとは別に休憩室を設ける

@よいチームワーク、困ったときの支えあい
ポイント 31 わかりやすいマニュア凡の提供や反復ト

レーニングの機会をつくる
ポイント 32 困ったときのお助けマンを決め気軽に相

談にのる
ポイシト 33 高齢者対策を重視する
ポイント 34 保建対策の視骨JからVDT作業について見

ポイント 35
直す
最後に地震対策の目であなたのワ クス
ベJ スと鵬詮体をもう一度チェックする

【第 2章】 V D T作業と安全保健対策

［第 3章］職場改善の勧め

VDT作業・職場改善のためのアクション

チェックリスト
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アスベスト
瞳界的動曹

イギリスはアスベスト禁止に向け一歩踏み出した
RoηO'Neill,Ha zards/羽在IIN,u.K., 1998.8.18

イギリスの安全衛生委員会(H SC)は今日 (8

月 18日)、クリソタイル(白)アスベストの輸入、

供給及乙使用の禁止に向けた最初のステップを

踏み出した。

H S Cは、「適切な代替物質がいまだ開発されて

いない欠かせない用途」向けのごくわずかな例外

を除き、「クリソタイル・アスベストのすべての使

用の禁止が提案」されるべきであると発表した。

諮問(consultation)は9月中旬に開始され、 3

か月間が予定されている。

H S Cの禁止に向けた動きを詳述したプレス・

リリースの内容は別掲のとおり。

諮問文書(consultation document)は9月中

旬に、 H S Cのウエブサイトで入手可能に町T情

なる予定。 組↓且

http://www .op en. gov. uk/hse/ conducs/

H S Cは自アスベストの輸入、供給及び龍捕の
さちえまる制眼に関する諮問文書の発行を決定

HSC Press Release ,C3 7:9818 August 1998 ,U. K.

安全衛生委員会(HSC: Health and Safety
Commission)は本日 (8月18日)、クリソタイル

(白アスベスト)の輸入、供給及び使用をさらに制

限するという規則提案を述べた諮問文書を発行

することで合意した。

諮問文書では、適切なイ七替物質がいまだ開発さ

れていない欠かせない用途向けのごくわずかな

例外を除き、クリソタイル・アスベストのすべて

の使用を禁止することを提案する。この提案は、

合理的に実行可能な曝露を予防する現行の法的

義務を強化するものである。

H S Cの決定は、一般に使用されるアスベスト

代替品のほとんどはクリソタイルよりも安全で

あるとの結論を下した、保健省(Department of

Health)の発がん生に関する委員会の見解を受け

たものである。この見解は7月17日に発行され、

7月21日のH S Cのミーティングにおいて報告

された。

諮問文書は9月中旬には入手可能となる予定

で、諮問期間は3か月間の予定である。

7月31日に諮問期間を終了した、 1987年のア

スベスト作業管理規則および1983年のアスベス

ト(免許)規則を強化する提案とイ本となって、と

の提案は、アスベスト関連疾患の将来の可能性を

大いに減少させることになるものと、 H S Cは信

ずる。

保健省の発がλ生に関する委員会の見解を考

慮すれば、安全衛生局(HSE: Health and Safety 

Executive)は速やかに、より安全な代替製品の

有用性を公表することになるだろう。H S Eはま

た、合理的に実行可能な場合に雇用主にノン・ア

スベスト製品への代劇むを求めている、アスベス

ト作業管珂規則8 ( l A )条の履行を確保するため

の実効性のある施行政策を追求することになる。

編集者への注記

1 諮問文書およびそのサマリーは9月中旬に

入手可能になる予定である。H S Eのウエブサ

イト上でも発行される。

http:// open. gov. uk/hse/ condocs/

2 アスベスト作業管理規則8 ( l A )条は、実行

可能な場合には、リスクを引き起こさないあ

るいはアスベストよりもリスクの低い代替物

質に代替することにより、アスベスト曝露の

防止を実施することを要求している。

3 雇用主、製造者および供給者に対する、この

規則に適合した代替化の原則、アスベスト代

替物質およびその適切な使用に関する情報は、

秋に入手可能になる予定である。

4 クロシドライト(青アスベスト)の輸入は

1972年に、アモサイト(茶アスベスト)は1980

年に禁止されている。 1992年のアスベスト(禁

lt)規則のもとで、これらの使用、供給およ己流

通も禁止された。しかしながら、建設や保全労

働者たちは、建築物の断熱材の除去作業、解体

作業、以前使用されていた産業用地や施設、防

火ドア、屋根材の清掃作業の中で、これらに今

なお曝露している。

5 アスベスト繍脱皮膚からは吸入されず、人

間のからだは偶然に食物や飲料に混じって摂

取してしまった繊維は自然に排池する。しか

し、ごく小さな繊維は呼吸で吸入され、肺の奥

の部分にまで到達してしまうことができる。

それらはその場に長期間残留し、その一部は

肺の内層にまで作用を及ぼす。発症するまで

に40年間もかかることもある疾病には、アス

ベスト肺あるいは肺の繊維(機痕)化、肺がんお

よび中皮腫(胸壁あるいは腹腔の中皮のがん)

を含むロアスベスト関連疾患の治療法はない。

6 保健省の発がん生に関する委員会の見解は

インターネ、ノト上の保健省のホームページで

入手可能である。(ウエフサイト http:/ 阿T市
/www.open.gov.uk/doh/coc.htm) 脳i以

イギリスにおけるアスベスト禁止の開外
L a urie All en,Br itish Asbestos N巴wsletter ,1998.8.21

国内における(アスベスト)禁止の例外につい

て聞かれたので、 Liz Jに聞いてみた。以下は彼

女の回答である。

x x x

諮問のなかで示されるであろう除外製品は以

下のとおり。

16 安全センタ情報1 9 9 8年叩月号 安全センター情報1998年10月号 17

http://www.open.gov.uk/doh/coc.htm%25ef%25bc%2589


事覇塁足掛智治窃語審議E犠持主唱器主査1 調子,~,;'~鮮紅宮z予~Jjil'_;,纏櫨畿態態灘灘鐙議滋欝輔輔騨醐醐輯醐輔醐

車両用ブレーキ・ライニング(指令 70/156/

E E C ( a )第2条で定義される車両用)、クロロア

ルキル製造用省解槽に使用される隔膜  (dia

phragms) 、高圧アセチレン・ガスの保管のために

使用される容器(receptacle) 、乾燥状態で密度が

1,9 0 0 k / m 3超で50'C以上旬且度下で使用される

シート (sheet) 、飽和蒸気 (saturated steam)、過

熱蒸気(superheated steam)または 1994年の

化学物質 (fs険性情報および供給用包装)規則ω
第4条によって分類して危険性、腐食性、有毒性、

可燃性または高度の可燃性のカテゴリーに該当

する物質とともに使用される!土縮アスベスト繊

維ガスケット。 A )ロータリー・バキューム・ポン

プ(回転真空ポンフ1の羽根 (vane)、B ) ロータ

リー・コンプレッサー(回転圧縮機)の羽根または

C)ベアリング(軸受け)またほそのハウジング(覆

い)に使用されるフェノルホルムアルデヒド樹

脂またはクレゾールーホルムアルデヒド樹脂と

アスベストの混合物からなる製品。安全な操縦の

ために必要な飛行機またはヘリコブターの部品

(c叩叫。

カナダ政府の提訴に関する明TTOの関答
Rory O'neill,羽喧IN/Hazards,U .K.ラ 1998.8.19

世界貿易機関(机庁。 : World Trade Organi-

sation)の、アスベストの禁止に関するカナ夕、政

府の提訴の進行状況についてのコメン卜

以下のコメントは、 wroの広報室の Luis匂 Ie
から本日 (8月18日)届けられたものである。私は、

カナダ政府のアスベスト問題の提訴の当否を評

価するために、 wroがかかえている専門家全員

の氏名と所属を明らかにするよう要求している。

x x x
返事が遅れて申しわけない。 1か月ほどマニラ

に行っていて、文字どおりちょうど飛行機を降り

てきたととろだ。

アスベスト・ケースに関する状況は以下のと

おり。

カナダは 1998年5月 28日に、 WTOの紛争解

決機関 (DSB: Dispute SettIement Body) に、 

ECのアスベストおよびアスベスト製品の禁止

がもたらす制限に関する欧州委員会(European

Commission)との協議を求めると通告した(W

T/DS135、別添)。

この要求は、フランスによって、とくに 1996年

12月の24日の、輸入の禁止を含むアスベストお

よびアスベスト含有製品の禁止に関する命令に

よって課せられたという制限に関するものであ

る。カナダは、この制限は、衛生植物検疫措置の

適用に関する協定(SPS)第2、3および5条、貿易

の技術的障壁に関する協定 (TBT) 第2条および

1 99 4年の関税及び貿易に関する一般協定( G A

T T )第E、X Iおよびx m条を侵害するものであ

ると主張している。カナダはまた、引用された多

数の協定のもとで生じる利益の無効化および侵

害を主張している。

この問題はまだ協議中である。 60日間の両者

間協議によって解決策がみつけられない場合に

は、カナダは、提訴を審査するための紛争解決小

委員会(パネル)の設置を要求することができる。

あなたからの他の質問に関しては、一定のケー

スでは、京庁Oの紛争解決小委員会(パネル)は専

門家から情報を求めるととになる。もっとも直近

江例としては、肉のホ)1モンのケース(アメリカ/

カナダとECの間の紛争)がある。この小委員会

の報告書はWTOのウエブサイトでみることが

できる。

*Ro ry O'neillから Luis Ople宛ての8月4日
付けの質問および8月12日付けの催促の手紙

が添付されている。

露支持i共闘体ーアスベストおよびアスベスト含有
製品的事暗臨主力ナY'~こよる協議的要求

WTO,W T/DS135/1,G /SPS/GEN/ 7 2,G /TBT/D/15,3 J une 1998

以下の 1998年5月28円付けの、カナダの常駐

使節からの欧州委員会 (European Commis

sion)の常駐代表および紛争解決機関( D S B

Dispute SettIement Body) に対する要求は、

D S U協定第4.4条にしたがって回覧される。

x x x
1994年の関税及び貿易に関する一般協定 (G

ATT: General Agreement on Tariffs and 

Trade)第X X I I条、衛生植物検疫措置の適用 1::

関する協定 (SPS: Application of Sanitary and 

Phytosanitary Measures)第 11条および貿易の

技術的障壁に関する協定( T BT : Agreement on 

Technical Barriers to Trade)第 14条にした

がって、カナダ政府は、アスベストおよびアスベ

スト含有製品を禁止するためにフランスによっ

て課せられた制限措置に関して、欧州委員会 (Eu

rope叩 Cornmi日 ion)との協議を要求する。これ

らの制限措置は、労働法典および梢費者法典にした

がって、修正として発行されたアスベストを禁止す

る1996年12月24日の命令 NO.9ι1133に含まれ

るが、それだけに限定されるものではない。

この命令は、他の事柄のなかで、すべての種類

のアスベスト繊維およびアスベスト繊維を含有

するすべての製品の、製造、加工、輸入、国内市場

における流通、販売するための所有、あらゆる場

所での提供、販売または譲渡、を禁止している。カ

ナタ政府は、これらの制限は上述の協定の他の諸

条項のなかで以下の条文を侵害するものである

から、上述の協定のもとでのフランスの責任と相

いれないものであると主張する。

(1 )衛生植物検疫措置の適用に関する協定

(S PS )第2、3および5条

(2)貿易の技術的障壁に関する協定(TBT)第2

条

(3) 1994 年の関税及び貿易に関する一般協定

(GATT)第E、XIおよびxm条

そのうえこの制限は、これらの協定のもとでカ

ナダが得るべき利益を無効化ないし侵害してい

る。

紛争解決に係る規則及び手続に関する了解

(DSU: Understanding on Rules and Proce­

dures Governing the SettI ement of Disputes)

第4条にしたがって、カナダ政府は、相互に満足

できる結果にいたることをめざして欧州共同体

(European Communities) との協議を要求す

る。カナダ政府は、協議を行う日程に関する欧州

共同体からの仰なる提案も尊重する。

カナダ政府の進退きわまった闘い
Rory O'neillラWHlN/Hazards,u.K., 1998.8.19

カナダ政府の閣僚たちは、イギリスが昨日 (8

月18日)、アスベスト関連疾患の流行に対処する

努力のひとつとして禁止に向けた第 歩を踏み

出した後、イギリスの首相卜ビー・ブレアに対し

て「クリソタイル・アスベストの使用を支持する」

ょうせきたてている。
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イギリスの安全衛生委員会 (HSC: Health and 

Safety C ommission)は、何か月以上もカナダお

よび他の科学的証拠についてレビューした結果、

この提案が「将来のアスベスト関連疾患の可能性

を大いに減少させるだろう」とした。

この提案は、「適切な代替物質がいまだ‘開発さ

れていない欠かせない用途向けのごくわずかな
例外を除き、クリソタイルのすべての使用を禁止

するIことを含んでいる。クリソタイルまたは白
アスベストは、イギリスにおいて今なお使用が認

められている唯一の種類の(アスベスト)織維で
ある。禁止に向けてH S Cは、その強制力に関し

て、安全衛生委員会はいま「速やかにより安全な
f-<;;替製品の有用性を公表することになるだろう」

と言っている。
さらに禁止を先取りした取り組みとして、イギ

リスの安全執行機関はただちに、実行可能な場合

にアスベスト製品からより安全な代替品への代
替化の履行を確保するための「実効性のある施行

施策を追求」することになるだろう。

カナタの国際貿易大臣 Sergio Marchiは、カ
ナダ政府は「これらの諮問が、カナダのアスベス
トのイギリスあるいは他のヨーロッパの市場へ

のアクセスを減少させるような、不必要な抑制政
策につながるのではないかと懸念している」と

語った。

今年はじめに、 M百 chiのスポークスパーソン

は. W H I N誌に対しで、カナダの関心はヨ ロッパ
をこえていて、閣僚たちは、アスベストの輸入が
年々 7%ずつ増加している開発途上国の主要な市

場への「ドミノ現象」を心配しているのだと述べて
いた。

イギリス政府の禁止に向けた動きは、労働組合
会議( T U C )および、キャンベーン活動家たちに歓

迎されている。 T U C事務局長の lohnMonks は、
「死亡者数は確実に次の世紀まで上昇し続けるだ

ろう。しかし、われわれは少なくともアスベスト
関連疾患の災禍が終末を迎えつつあることを

知っているjと語った。

通常の協議の手順を無視して、カナダ首相

lean Chretienは卜二一フレア首相に、カナダの

2億2,400万ドル(およそ1億ポンド)のアスベス

ト産業を守るためのカナダの事情を説明した手
紙を書いた。大部分のアスベスト鉱山は、州の独

立を追求する人々を懐柔するために Chreti叩
の連邦酌府が気を使っている、ケベックという政

治的にセンシティブな州に存在する。

Chretienは、昨年夏のオタワでの0 8サミット

以来、ブレアに対してしばしば個人的なアプ口一
チを試みてきた。彼がトニー・ブレアに、報復的な

貿易上の措置の可能性を思い出させたことはよ

く知られている。今年3月、 H S Cがアスベストの

禁止について公式に諮問しようとした前回の企
ての直前に、カナダ当局は合法的に輸入されたイ

ギリスの牛肉を大量に没収し、だいなしにした。
ロンドンのカナダ高等弁務官 Terry Block-

sidgeはW H I N誌に対して、カナダ政府は当面、
報復自Jな貿易制限について考慮していないと
語ったJわれわれは、現段階(における行動)につ

いては議論していない。これをたんなる諮問手続

として注目している」。彼は、イギリス政府が、自ア

スベストの使用を守るためのカナダの科学的論
拠を吟味することを期待している、と付け加えた。

カナダ政府はケベックの分離主義者の動きを
懐柔しようとしているのかとの質問に対して、

Blocksidge氏は、「それは関係ない。適切に管理
された状況で使用されれば代替物質よりも安全

な物質に関する自由貿易の問題だJと語った。

イギリスのH S Cでは、それ(上記の期待)は、

「一般に使用されるアスベスト代替品のほとんど
はクリソタイルよりも安全であるとの結論を下

した」保健省¢研究によって行われていると言っ
ている。

アスベスト疾患は、毎年のイギリスにおける

3,OC日名をこす死亡者数の原凶となっている。 20

20年までには、これは毎年 10,000名以上程度に

まで上昇することをH S Eの研究が示している。

イギリスにおける死亡者の大部分は、規制の不
卜分な建設および保全作業で働いていた人々で

ある。評論家たちは、カナダによる証拠はより容

易に管理された製造業およも渇広業に関す開門
るものに集中していると言っている。 民↓胤

EU規模でのアスベスト禁止に向けた準備始動
Rory O'neill ,W HIN/ Hazards,U. K., 1998.8.26

デンマークの一般労働時宜合S I DのLars V e d s

m a n dが以下に紹介した Reutersのレポートを

知らせてくれた。ー欧州委員会 (European C o m -

mission)は、欧州連合 (EU)規模での白アスベス

ト禁止のための提案の草案を準備している。

Reutersの意見は完全には正確ではない。 ギ

リシャ、スペインおよびポルトガルは禁止に反対
はしておらず、おそらく影響を受ける産業のため

の金銭的緩和措置 (cash cushion)のようなもの

に、関心を向けるべきことを主張しているのであ
る。

またWTOのある関係者は、カナダは7月8日

の羽寸Oの紛争解決手続の場で理解を失ったと

言っている。彼らの代表は、カナダの提訴を擁護
するための基本的な質問にさえ満足に回答する

ことができなかったという。
x x x

ブリュッセル、8月2 0日(Reuters)ー欧州委員

会 (EuropeanCommission) は欧州連合 (EU)

の 15か国すべてにおいてクリソタイルまたは

「白 jアスベストを禁止する法律を起草中である
と、ある指導的な立場の関係者は語った。

「委員会は ヨーロッパ規模でクリソタイル・

アスベストおよびアスベスト含有製品の流通お
よび使用を禁止する提案の草案を準備中である

」と産業界代表委員 (industrial co mm iss io n

er)の MartinBangemann は、欧州議会 (Euro
pean Parliament)のメンバーの質問に対する7

月 24日付けの回答のなかで言っている。
彼のコメン卜は、関係機関の8月の夏休み中に

委員会によって発行された。

Bangemann は、 14種類の白アスベストを含

有した製品がすでにEUの法律によって禁止さ

れ、また、 9か国がすでにー方的な禁止措置を導

入していることに言及した。

「このことは (EU)域内市場の重大な分裂を示

しており、また、 (EU) レベルでの解決が求めら
れているJ、と Bangemann は言っている。

イギリスも火曜日に禁止を検討していると発

表して、 EUでのもっとも新しい固となった。イ

ギリスの安全衛生委員会(HS C )は、そのような
禁止を 2001年に導入することについて関係グ

ループとの協議を開始すると言っている。
その耐火性から 1960年代から 70年代にかけ

て広範留に建築物に使用された繊維状物質であ

る青および茶アスベストは、それらカ羽市がんその
他の呼吸器傷害を引き起こすという証拠によっ

て、すでにEU中で禁止されている。

カナダのEU使節のスポークスマンは木曜日
に、事態の進展を注視していると語った。

カナダは、ロシアに次ぐ、世界第2位の白アス

ベストの産出国である。他の主要な生産国は、ブ

ラジル、南アフリ力、スワジランド、ジンパブエ。
5月にカナダは、 1997年1月1日に導入された

フランスのクリソタイル・アスベスト禁止措置に

挑戦するため、世界貿易機関に提訴した。

フランスはカナダの製品の大きな市場であり、

建設産業やブレーキ・パッドに使用されていた。
「われわれは欧州委員会における状況について

確かに知っているj、カナダのスポークスマンは、

「われわれは何が起きているかフォローし続け

る」と語った。
「異なった見解が存在し、彼らは共通のひとつ

の見解にまとめようとしているようにみえる」と、

彼は、 Bangemann 自身が、禁止は達成すべき課
題として残っており、過去意見が分かれていた

EUメンバー諸国で協議しなければならない課題
だと言っているととに言及して、付け加えた。

4月のEUの社会問題閣僚会議においては、ギ

リシャ、スペインおよびポルトガルが全面的な禁
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止に反対を表明した。

Bangemannは回答のなかで、委員会の最終的

な提案は「いくつかの例外と臨時措置」を含むだ

ろうとしている。

カナダのスポークスマンは、 WTOの紛争解決

手続のうちのフランスとの協議の第1ラウンド

はすでに7月8日に実施されたと付け加えた。

E Uの当局者もまたその会合に出席したと、彼は

言った。

「意見交換の結果、再度会合することになった」

と彼は言ったが、今後の議論の見通しに関する情

報は明らかにしなかった。

WTOのルールのもとでは、 60 日間の当事関 

政府間での協議の後に、提訴国は、その結論が関

係国を拘束することになる紛争解決小委員会(パ

ネル)の設置をWTOに要求するととができる。

カナダは有害な経済への道をひた定る
R o r y O ' n e出,明直IN/Hazards,u.K., 1998.8.27

危険な物質の貿易に関してへまをして矛盾し

た行動をとっているカナダP政府は、健康への関心

を第ーとせず、しばじば貿易上の利害だけを優先

して、産業界の販売戦略と一緒になって地球上に

「有害な経済 (toxiceconomy) Jを創設するため

の情喝を行っている。

カナダは2つの国際貿易紛争のセンターになっ

ている。多くの国々が扱うのに危険すぎると決定

しているにもかかわらず、ケベックで採掘したア

スベストを世界中に輸出することを求めている。

一方でカナダ政府は、健康リスクがあまりにも

大きいという理由で、マンガン混合物の輸入の禁

止を求めているのである。

両者に共通していることは 閣内および海外

でカナダ政府をきわめて困った状態に焔らせて

いるととである。

カナダ政府は、欧州連合 (EU)全体の白アスベ

スト禁止に向けた動きをさえぎるために激しく

闘ってきた。

3月には、欧州連合のなかですでにアスベスト

禁止を導入した9つの国のひとつであるフラン

スに対抗する提訴を開始した。しかし、 E Uの官

僚たちはいまでは、カナダ政府のアスベスト擁護

キャンベーンはケベック以外の州における大き

な怒りを引き起こしたと言っている。

E Uの情報筋は今週、 W H I N誌に対して、各州 

はfこのWTO問題は他の貿易上の問題をもたら

すかもしれないというダメ←ジについて理解し

はじめている」と語った。

カナダ連邦政府はすでに、今月はじめに、危険

な物質の輸入を妨げようとして、他の有害物質の

貿易問題で墓穴を掘って報いを受けている。

パーキンソニズムと関連した神経毒性や他の

健康影響のあるマンガンを含有した燃料添加物

MI'v灯の輸入をカナダが禁止したことは、アメリ

カの添加剤製造業者 Ethyl Corporationが、推

定1億6千万ポンドの損害の可能性についてカ

ナダ政府を提訴することを決定した後、撤回させ

られた。

この会社は、販売の制限は、北米自由貿易協定

(NAFTA: North American Free Trade

Agreement)のもとにおける自由貿易原則違反

であると主張した。カナタの納税者には、 800万

ポンドをこえる法的請求書をどうするかという

ことが残された。

そのように、 2つのへまをしたキャンベーンに

よって、カナダF政府は世界の有害な産業が自由貿

易というカードをいかに利用するかということ

を示したことになる。(有害な産業に)処罰される

ことなく人に被害を与え、有害物質を売り歩くこ

とができると思わせ、また、新たな有害な経済の

なかでは安全性は足かせを除かれた自由貿易の

パック・シートにおかれると思わせたこ 胃T内

とで、カナダ政府は感謝されるだろう。 魁山:4

監韮盟

井上浩
全国安全センタ 議長

筆禍

前回は、他の人カI私の肩書きを間違って書

いたととで本省、監督諜が問題にしたことを書

いた。今回は、私自身の書いたことで本省基準

局長が問題にして、また人の良い局長に迷わ

くをかけたことを紹介しよう。

事の発端は、労働基準調査会発行の労働安

全衛生広報第169号(昭和51年5月1日発行)

に私が書いた“@いま 現場で'駐督官

は ー@ ② 化学工場の監替ができな

いつ"という一文である。近藤局長は、局長室

1::人ってきた私に笑いながら言った。

「井上さん、本省で局長からやられたよ」

r? J
「局長がね、労働安全衛生広報を読んでね、

監督官ともあろうものが、労働省にベンジジ

ンの鑑定能力がないなどと書くのはもっての

ほかだ、と怒っていたよ」

私は篤いた。事実そのままに書いたのに。近

藤局長は続けた。

「この前の全国局長会議でね、従来そんなこ

とはまったくなかった労働衛生研究所の見学

をさせたよ。これもどうも井上さんの一文の

せいらしいねj

そういうと近藤局長は大きな声で笑った。

普通の局長なら私は大目玉を食うところで

あった。出版社の社長で私に書かせたという

ことで、本省に呼ばれて怒られた人もあった

という。近藤局長も呼ばれたらしい様子で

あった。

私は、局長室を出ると安全衛生課の益臼衛

生専門官に会った。ベンジジンの鑑定は益閏

さんが中心になって進めたのであった。

「益田さん、本省局長の話だと労働省にもべ
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ンジジンの鑑定能力はあるということです

1 11J

益田さんは少し色をなして答えた。

「ええ門そのことは私が本省労働衛生課

の中央労働衛生専門官に直媛電話して聞いた

ところ、鑑定能力なしということでした。間違

いありません」

益田さんは工業化学系で、 6級職の監督官

話激で入った優秀でしかも人格者であった。

私は強い調子の返答を得て笑って辞した。以

下にベンジジンの経過と、労働安全衛生広報

の一文をそのまま紹介することlとする。

1940年以前ぼうこうがん発生の疑いあ

りとの報告。

1954年英化学工場 1O ~20 年潜伏。ー

般人の16倍のぼうこうがん発生。

1958.3.17 基発154号ベンジジンの衛

生管理について製造事業関係通達。

5 .1基収2293号 M化成の尿路系が

ん等67名労災認定。

8.15基収3570号H化学課長労災認定

59年 坂部報告某工場23例

68.5. 24基収779号M化成1名労災認定。

69年 土屋報告 17年間 58件

70.9.16前がん症状で後に送検された工場

の公害関係重点監督(全国一斉)を私

が実施したが、当時ベンジジンは意

識になし。

71.4.28特定化学物質等障害予防規則が市)1

定され、第1類物質としてはじめて

具体的に規制対象となる。

72.10.1労働安全衛生法施行。ベンジジン

は製造等禁止となる。

なお、ベンジジンを使用していた従業員5

名の工場は、春日部署で送検し罰金刑が確定

した。罰金は法人 1 0万円、社長 10万円の計20

万円であった。これに対して鑑定料金は、労働

省部外に委託したため35万円であった。これ

は、その年度の全国の捜査関係予算にとって

は大きな負担であったという。

@いまー現場で 監督官は ・②

化学工場の監督ができない?

労働基準監督官

井上浩

@ベンジジンを使用

珍しい事件があった。ベンジジンを使用し

て染料をつくっていた工場が見つかったので

ある。

化学工場をやっているほどの人にとっては

常識であるが、昭和47年10月1日から施行さ

れた労働安全衛生法第55条の規定によって、

ベンジジン(ベンチジンとも読まれるが労働

安全衛生法上はベンジジンと称される)には

発がん生があるので、製造し、輸入し、提供し、

又は使用することが禁止されている。だから、

労働安全衛生法の施行後は、ベンジジンを製

造している工場も、またそれを使用して染料

等を製造している工場もないはずであった。

ととろで、ベンジジンを用いてつくる染料

は色目が良くて、しかも堅牢であり、おまけに

最も歓迎されることは低廉であるということ

であった。 般的には、染色工場は中小企業が

多く、下請加工の形式をとっているので、紡績

や織物工場等に対する従属性が強く、加えて

長く続いている繊維産業における構造的不況

のせいもあって、安い染料はノドから手が出

るほど欲しがっている。こんな事情もあって、

労働安全衛生法の施行を境にして、ベンジジ

ンの値段は十数倍にも上がったという。

しかし、とにもかくにも、ベンジジンは現在

においてはどこでも製造されていないはずで

あった。もともと、ベンジジンをつくるには、

ニトロベンゾールを還元して白色鱗(りん)状

で可溶性のベンジジン塩酸塩をつくればすぐ

できるのであるから、戦後相当の期間は中小

企業でもつくられていたoそれが、発がん性が

問題になって設備の良い大手数社に集中され

たものである。純粋のベンジジンは赤かっ色

の粉末であるが、主に直接染料の原料となる。

そこで、事件発覚の端緒であるが、その染料

工場に前がん症状を呈する患者が発生したの

である。もっとも、染料工場とはいっても、従

業員数は全部で10人にも満たないきわめて

零細な工場であるロしかし、経営者は、普通の

零細企業の経営者とはちがってーぱしの技術

家であり、労働安全衛生法第百条のベンジ

ジンの製造等の禁止規定はよく知っていた。

ところで、その工場の労働者の一人が、病院

に通院していて、それがベンジジンによる勝

脱の前がん症状であるととがわかり、職業病

として、労働基準監督署へ労災保険の請求書

を提出した。その結果、労働基準監督署では、

その染料工場でベンジジンが使用されている

ことに気付いて、早速調査をはじめたのであ

る。調査の結果、労働安全衛生法施行後もベン

ジジンを使用じて染料をつくっていることが

確認されたので、直ちに捜査に着手した。

捜査して見ると、ベンジジンと、それによっ

てつくられた染料がまだ残っていた。そこで、

早速それを領置した。

@化学的分析が必要

その段階で、私は地検の担当検察官のとこ

ろへ打合わせに行った。

「ベンジジンと染料を領置しましたが、それ

がベンジジンであることと、ベンジジンでつ

くった染料であることの証明が必要でしょう

ね」

検察官は答えた。

「もち論です。そのことを、鑑定してもらう

ことが必要です」

「誰にしてもらったらよいでしょうか」

「権威のある機関ですね。あなたの御所の中

にも、その方の専門担当官がみえるでしょう

から、その方の鑑定でも結構ですよ」

私は、さらにきいた。

「はい。中央にも地方にも担当官が居ります

が、やはり化学的に分析しなければ駄目で

しょうねj

検察官はうなずいた。

「もち論です。化学の参考書をめくって判断

するだけのことなら、私の方でもできます。そ

うではなくて、領置しであるベンジジンなり染

料なりを分析して鑑定しなければ駄目です」

私は、これは大へんだと思った。労働省や地

方の基準局にも、大学で化学を専攻した秀才

は数多く居る。しかし、かんじんの分析道具が

ない。

私は、基準局に帰ると、早速関係の監督署へ

連絡して、然るべき機関による鑑定の必要な

ことを告げた。

その結果、監督署では、労働省関係の機関へ

電話で当たってみた。しかし、どとも駄目だ、っ

た。続いて県関係の研究湖、さらに通産省関係

の研究所(都内及び近県までも)にもあまねく

24 安全センタ 情報1998年10月号 安全センタ 情報1998年10月号 25



盟国調醐産省主主掛君事:1't. . . .' 1.曹露盤郵麗顕躍磁盤纏磁翻題鵬竃纏離郷蹟趨欝癌癒趨麗額灘趨混露盤題醐

当たってみたが、いずれも不可能という返事

であった。さいζに、警察関係にあたってみ

た。ここでは中央地方ともに、分析する技術は

あるが、部内の鑑定のみで手一杯であって、と

ても部外の物にまでは手がまわらないという

ことであった。

この場合に、経営者は、ベンジジンを使用し

て染料をつくっていたことを自白しているの

であるが、それだけでは公訴を維持すること

は困難であるというととであった。これは憲

法第3 8条第3項に「何人も、自己に不利益な

唯一の証拠が本人の自白である場合には、有

罪とされ、又は刑罰を科せられない」とあると

ころからもやむをえない。検察官としては、補

強証拠として、ベンジジンに関する鑑定書が

欲しいところであろう。

結局、散々探した末、基準局と関係の深い公

的な環境測定機関に鑑定依頼することができ

た。

実は、その機関でも、大苦労の末、長い日数

と、相当な実費(罰金の数倍以t:?)をかけて

ようやく結果が出た。

そして、事件発生後、相当な時Eの経過後に

めでたく(つ)検察庁へ送致したのであった。

@臨検でも発見できず

しかし、この事件を経験してみて、あらため

て、多くの問題点を感じた。

まず何よりも、化学工場の職業病予防監督

のむずかしさである。その染料工場には、過去

に私を含めて、何人かの監督官が臨検してい

たのであったが、誰もベンジジンが使用され

ていることに気がつかなかった。もっとも労

働安全衛生法の施行以前の臨検であったり、

ちがった目的をもった臨検であったことにも

よるが、それにしても職業病患者が現実に出

て、しかも労災保険の請求があってからベン

ジジンを使用していることがわかったとは情

ない。

しかし、実際問題として、化学L場ほど調査

のむずかしい工場はない。しかも、従業員たっ

た5人の零細工場にして然りである。何千人

もの大化学工場の調査に至ってはため息が出

るばかりである。したがって、もっと多数の監

督官を、しかも高度の専門知識を有している

監督官をそろえることが必要であろう。

次には、検奈官が想像していたように、労働

者や基準局には、刑事裁判においても権威の

ある鑑定書がつくられるほどの物的装備を

もった高度の専門官が当然置かれるべきであ

るということである。とにかく、化学工場の爆

発の都度、その原因をきくために、すべての新

聞記者が警察にかけつけるようでは、権威の

ある安全指導などできるはずもない。

それから、まだこの事件についてはきまっ

ていないが、一般的には罰金が軽過ぎる。鑑定

料の数分の一程度の罰金では親方日の丸だか

らこそできるのであるが、とても収支償うも

のではない。もっとも、よくいわれるようにー

罰百戒の効果があればよいのであるが、あま

り安いと、逆に、そんなに安いなら罰金を払っ

てもよいから違反をしてでも儲けようという

者が出てきて、違反奨励にもなりかねないの

で問題である。

さいごに、気になることは、前がん症状と診

断された労働者のその後である。ひょっとす

ると、繊維不況の影響は、間接的にその労働者

の復職の途を閉ざしているのではないだろう

か一一。 町 rr司
(埼玉労基局勤務) 民以謡

@
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基安発第15号の1
平成10年6月1日

都道府県労働基準局長殿
労働省労働基準局安全衛生部長

代替フロンによる健康障害

予防のための当面の対策の

推進について

オゾン層彼壊防止のため、平成4年 (1臼9幻9 2斗)にモン
トリオ一ルjレ目議f語定書(以下f斥議E叢定書」とし迫うロ)が改定され
定フ口ン(ク口口フルオ口カ一ボン1口1(CFC-llυ)等5物
質)が平成8年(仕19961咋;1)に1=は全廃されたoまた、これに伴
い、特定フロン正代替となるアロン(以下「代替フロシ」
という。 )の一種として、 1,1ジクロロ 2,2,2トリフルオ

ロエタン(以下rHCFC-123J という。)の使用が進んでい
るが、こ¢物質についても議定書により平成22年(2020

年)を期限に全廃することにされており、通商産業省及
び環駒庁において「特定物質の規市j等によるオゾン層保
護に関する法律(昭和白年法律第5 3号)J( 通称「オゾン
層保護法J)により製晴、排出規市等カヰTわれているとこ
ろである。
H仁F C - 1 2 3の有害性については、従来限 1:対する刺激 

作用等が知られるに留まっていたが、日戸間丹、英国医学
誌fTHELANCETJ に掲載された論文において、肝障
害の発生事例が報告された。

この報告¢後、同年10月、神奈川労働基準局管内の大
手電気機械器具メーカーι研究所において、光通信シス
テムの部品開発に従事する労働者に同種怯康障害が、発

生した。当該災害の概要は別添1のとおりであるが、神奈
川崎及び本省が労働省産業医学総合研究U所とともに、原
因究明に当たった結果、 H C F C - l 2 3が原因とみられると
ころとなったe

このたびの災害は、代替フ口ンに起因し、かつ、先端技
術製品の開発を進める田所所において発生したという、
行政上注目すべきものであることにかんがみ、今般、労
働者の健康障害を予防するため、当而の対策を下記のと
おり定めたところである。

なお、 HCFC-123については、労働安全衛生法(昭和47

年法律第5 7号)第5 8条(事業者の行うべき有害性の調査 
等)の規定に基っき労働安全衛生規則(昭和4 7年労働省、
令第3 2号)第5 7 6条及び第59 3条等の適用があるもの 
であるロ

ついては、 HCFC-123を製造し、又は取り扱う事業場
の把握に努めるとともに、関係事業場に対する指導の徹
底を期されたい。
併せて、関係事業者団体に対しては別添2(省略)のと

おり要請したところであるので了知されたい。
記

1 H C F C - 1 2 3を製造し、又は取り扱う作業場に係る 
作業1影責管理

(1) H C FC- 123を製造し、又は取り扱う設備に係る措置
事業者は、当該l'業に従事する労働者が、 H C F C - 1 2 3

の蒸気にできるだけばく露されないように、次により発
散源対策を講ずること。

イ H C F C - 1 2 3を製造し、又は取り扱う設備について
は、 H C F C - l 2 3の蒸気¢発散源を密閉する設備を設け 
るか又は遠隔操作により作業を行うこと。

日上記イによることかできない場合には、H C F C - l 2 3 

の蒸気発散源に局所排気装置又はプッシュプル型換
気装置を設け、作業中はこれを有効に弱繍させること。

ハ作業の性質等から、上記イ及び口のいずれによると
とも困難な場合には、全体換気装置を設置すること。

26 安全センタ 情報1998年 10月号 安全センタ 情報1998年 10月号 27



混戦尊重必最近tiij労働省通達 E

を使用するときは、衛生委員会等における事前の前直・審

議、そ庇他必要な労働衛生管理を実施すること。

別添1

電気機械器具製造業の研究所で
発生した肝障害(概要)

5

発生年月 平成9年 10月
所轄 神奈川局管内

労働者数 29日名(男245名、女 45名)
被災状況 休業4名
傷病名 急性肝障害

休業日数 31日、 21日、 13日、 12日
災害視要

電気機械器具製造業の事業場の研究所において、光

ファイバーと銅降車の接続部分の温度調節に使われるヒー
トパイプを研究開発する作業において、天井から床の近

くまでカーテンを設置して、それに国まれた密,rJ羽生の高
い作業場(気積8日立方メートル)において、H C F C - I 2 3

を小出しビ←カーに移し注射器によりヒートパイプへ

注入、漏洩検査等を行っていた作業者が黄痕、胃の膨満
感、吐き気等の急性リ肝障害の症状を訴え、診断の結果、急

性肝障害と診断された。
6 伍昌

平成9年8月下旬HCFC-123の使用を開始した。
9月下旬腎の膨満感等の原因不明の自覚症状が現れ

始めた。
10月上旬不快症状が複数出現したためM S DSを取

り寄せたが、肝障害についての記載はなかった。
作業場の換気の措置を講じた。また、保護目滋章、ゴム手

袋等も使用した。
10月中旬肝障害と診断された。局所排気装置等を設

置し、防毒マスクも使用開始した。

11月中旬被災者全員が職場に復帰したロ
7 発生原因

次の種々の蒸発iIl¥n'あったため、H C F C - 1 2 3の気中濃 

度が高まった。
(1)小出ししたH C F C - 1 2 3の入っているビーカー
(])ヒートパイプからあふれたH C F C - 1 2 3を入れたハ

ケツ
(3) 注」射器からの繍れ

(4) 作業場所に放置した廃棄物
(5 )ヒートパイプからのあふれ出し

(6) HCFC-123をふき取ったタオル

(7) 脱気作業時の突沸
8 その他

8月中旬~10月中旬の聞に日仁FC-I23 を 100 阿T情

kg使用 CHCFC-123 の1缶は50kg) 似品』

(2) HCFC-1231こ係る換気装置の性能要件

上記1の (1)の口及びハの換気装置は、次の性能要件

を満たすものとする。

イ局所排気装置の制御風速については、有機絡剤中毒
予防規則(昭和4 7年労働省令第36号)(以下「有機則J

という巴)第 16条の規定に準ずること。

口プッシュプル型換気装置の構造及び性能について
は、平成9年労働省告示第21号(有機溶剤中毒予防規

則第16条の2の規定に基づき労働大臣が定める構造

及び性能を定める件)の規定によること。
ハ全体換気装置¢換気量については、有機買Ij第17条
第1項に規定する、消費する有機溶剤区分が第1種有

機溶剤に係る全体換気装置の換気量に準ずるとと。

2 HCFC-123の製造又は取扱いに係る作業管理
事業者は、次により必要な作業管理を行うこと。

(1) 1の(1)のハにより全体換気講造を設置した作業に

労働者を従事させるときは、当該労働者に空気呼吸器
又は防毒マスク等の有効な呼吸用保護具を使用させ

ること。
(2)健康障害防止にかなった作業標準を作成し、労働者

に作業標準を遵守させること。
(3 )労働者には直接手で取り扱う作業をさせないよう

に、不浸透性の保護衣等を使用させること。

特に混合や充填の作業は、できるだけ自斬七し、こ

れが函難なときは、上記1の (1)の口又はハによること。

(4) 労働音か使用する保護具は、労働者正数以上備付け、
定期的に保護具の点検を行うこと。

(5)職長等作業の責任者に、作業標準か遵守されている

か作業現場の巡視等を行わせること。
3 労働衛生教育の実施

事業者は、労働者に対しH C F C - I 2 3の皇自主又は取扱い

作業に就かせるときは、次のことについて教育すること。

(1) HCFC-123の有害性等
(2)呼吸舟揖護具及び不浸透性の偽警衣等¢使用方法等

(3 )作業標準に基っく作業手順、作業方法

(4)そι仙必要な事項

4 有害性の事前調査

事業者は、使用しようとする化学物質について労働安

全衛生法(昭和47年法律第57号)第58条の規定に基づ

き、あらかじめ有害性等を把握すること。

そ¢際、事業者は「化学物質等¢危唆有害性等¢表示に
関する指針J(平成4年労働省告示第6日号)に基づき、

H σ C - I 2 3を譲度し、又は提供する者が、HCF C- I2 3の有

害性等についてその譲渡又尚呈供先に提供する化判却償

等安全データシート( M S D S )を入手し、活用すること。
5 その他の措置

事業者は、工場、車問所等において、新たにH C F C - I 2 3

基発第396号
平成10年 6FJ24 B

都道府県労働基準局長殿
労働省労働基準局長

労働安全衛生規則及びクレーン等

安全規則の一部を改正する省令の

施行及び関係告示の適用について

労働安全衛生規則及びケレ ン等安全規則の一部を 
改正する省令(平成 10年労働省令第2 6号。以下「改正省

令」という。)は、本日公布され、同日(健康診断の項目正追

加に係る部分は平成 11年1月1日)から施行されたロ
また、この改正に伴い、平成 10年労働省告示第88号 

(労働安全衛生規則第4 4条第3項の規定に基づき労働大
臣が定める基準を定める件)、平成10年労働省告示第初

号(労働安全衛生規則第45条の2第4項において準用す

る同令第4 4条第3項の規定に基っき労働大置が定める
基準を定める件の 部を改正する件)及び平成10年労

働省告示第90号(労働安全衛生規則第 45条の2第1項
及び第:m!の規定に基づき労働大臣が定める項目を定め

る件の一部を改立する件)か本日公布され、同日(平成10

年労働省告示第90号については、平成 11年1月1日)か
ら適用された。

今回の改正は、社会経済情勢の変化や技術革新の進展 
等に対応して、職場における労種情の安全と健康を確保

する上?安全衛生水準¢低下をもたらさない事項等に
ついて、技術的な検討を経て見直しを行い所要の措置を

講ずるととともに、市立健康診断の健康診断項目につい

て脳・心臓疾患に関連して必要な項目を追加したもので

ある。

ついては、今回の改正の趣旨を十分に理解し、下記の

事項に留意して、その運河につき遺漏のないようにされ

たい。
きコ
ロω

第1 少量新規化学物質関係

1 改正の趣旨

少量新規化学物質に係る労働大臣の確認について、2

年以上継続して確認申請を行う事業者が多いこと等の
実態にかんがみ申請手続を簡素化するとととしたとと。
2 改正の要点

(1)労働安全衛生法施行令(昭和初年政令第318号)第
18条の3の少量新規化学物質に係る労働大臣の確認

の有効期間を1年から2年に延長することとしたこと

(労働安全衛生規則(昭和47年労働省令第32号。以下
「安衛員むという。)第34条の 11関係) 。

(2)上記改正に伴い、確認申請の様式について所要の整

備を行うこととしたとと(安衛則様式第4号の4関
係)。

3 細商事項

この改正は、少量新規化学物質に係る確認の申請を行
おうとする者は、連続する2年間の1年目及び2年目に

おいて、郵宣し、又は輸入する新規化学物質の量が100kg

以下である旨の確認を受けることができるという趣旨

であり、 2年間を通じて製造し、又は輸入する新規化学物

質の量の合計が200kg以下である旨の確認を受けられ
るという趣旨ではないこと。

第2 般健康診断関係

1 改正の趣旨

高曲何ヒの進展等により脳 .'L'H:翻克患等につながる所見 
を有する労働者が増加しており、また産業構造正変化や

技術革新の進展による労働態様の変化に伴い｛:士事や職
場で悩みやストレスを感じる労働者が増加しているほ

か、「過労死」が社会的に問題になっている状況にかんが
み、平成8年1月の中央労働基準審議会建議「労働者の健

康確保対策の充実強化について」を踏まえ、脳・,ug葡疾患

に関連して必要な一定の健康診断項目を寸空健康診断
項目に加えるとともに、医師の判断により健康診断項目

の省略等ができる範囲について見直すこととしたこと。
2 改正の要点

(1)健康診断項Eの追加

雇入時の健康診断の項目及び定期健康診断の項目に、
高比重リポ蛋白コレステロール(以下CHDLコレステ

ロール」という。)の量の検査及び血糖検査を追加すると

ととしたこと(安衛則第43条及び第4 4条関係)。

なお、これに伴って、特定業務従事者の健康診断項目

及び海外派遣労働者の健康診断項目も同様に改められ

たものであること(安衛則第45条及び第45条の2関
係)。
(2)聴力の検査方法の弾力化

定期健康診断及び特定業務従事者の健康診断におけ

る聴力検査について、医師が適当と認める方法による張

力の検査をもって代えることができる年齢の範囲を改

めることとしたとと(安衛問I第44条及び第45条関係) 。

(3)健康診断項目の弾力化

イ定期健康診断及乙特定業務従事者の健康診断につ

いて

1

2

3

4
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有無の検査を、労働大臣の定める基準に基づき、医師
が必要でないと認めるときは告官告できることとした
乙と(安衛則第 4 4条及び第 45条関係) 。

口特定業務従事者の健康診断く定期のものに限るロ)の

うちHDLコレステロ←)vの量の検査及び血精検査に
ついては、前回の健康診断で当該検査項目の検査を

行った場合であって、医師が必要でないと認めるとき
は、当該項目を告略できる乙ととしたこと(安衛則第

45条関係)0
(4)その他
イ健康診断個人票の様式にB M I (Body Mass In dex)
の欄を設けることとしたこと(安衛問l様式第5号関

係)。

口健康診断項目の改正に伴い、健康診断固人票及び健
康診断結果報告書の様式について、所要正整備を行っ
たこと(安衛則様式第5号及び第6号関係)ロ

3 細部事項
( 1 )第43条(雇入時の健康診断)関係

イ第8号のHDLコレステロ )v量の検査は、狭心症

や心筋梗塞等の虚血性心頭帯、と関連が深いH D ι コレ
ステ口←凡の量を把握することにより、従来からの健

康診断項目である総コレステロールの量の検査と併

せて、より的確に脳・心臓疾患の発生正危険性を評価
するために行うものであること。
口第9号の血糖検査は、糖尿病を早期l士、的確に担撮す

るために行うものであることロ
また、血糖検査は、原則として空腹時に行われるべ

きものである力主食事摂取後に行われた場合にはその

内容により検査結果に変動を生ずることがあるので、
医師がその影響を考慮して検査結果を評価するもの

であることnこの場合、健康診断結果個人票の備考欄

等に食事から検査までの経過時間を記入する等適正
に検査結果が評価できるような配慮をすることが望

ましいこと。
なお、検査の結果、医］師が必要であると認める場合

は、さらに同一検体を利用して糖化ヘモグロビンA1C

(HbA>c)を検査することが望ましいこと。
(2)第4 4条(定期健康診断)関係

イ第3項は、労働大臣の定める基準に基づき、医師が必

要でないと認めるときは省略できる項目として、 HDL

コレステロ -)1の量江検査、血糖検査及び尿中の糖の

有無の検査を追加することとしたものであること。

また、本項の労働大臣が定める基準については、昭
和47年労働省告示第93号(労働安全衛生規則第44条

第2項の規定に基づき労働大臣が定める基準を定め
る件)を廃止して、新たに平成lC年労働古告示第RR号

(労働安全衛生規則第 4 4条第3項の規定に基づき労

倒伏臣が定める基準を定める件)を材定し、身長の検
査について医師が必要でないと認めるときに省略で

きる者を、 20歳以上の者に改めることとしたこと。た
だし、 B M Iを算出するためには、身長を把握する必要

があるので、身長切検査を行わなくともその値か把握

できると医師カ判断した場計二限り省略できるとと

に留意すること。

ロ第5項は、第1項第3号の聴力の検査について、同項
の医師が適当と認める聴力の検査(1,ω oヘルツ及び

4,00Cヘルツの音に係る聴力の検査を除く。)をもって
代えることができる者を、 45歳未満の者(35歳及び40

歳の者を除く。)に改めることとしたものであること。

なお、医師が適当と認める聴力の検査には、音叉に
よる検査等があること。

(3)第4 5条(特定業務従事者の健康診断)関係

イ第2項は、前回の健康診断において実施されている

場合であって、医師が必要でないと認めるときに省略

できる項目として, HDLコレステロールの量江検査

及び血糖検査を追加するとととしたものであること。
口第4項は、聴力正検査について、医師が適当と認める

聴力の検査 (1 ,000ヘルツ及び4,即日ヘルツの音に係
る聴力の検査を除く。)をもって代えることができる
者を、 45歳未満の者 (35歳及び40歳の者を除く。)に

改めるとととしたものであること。
(4)第 45条の 2(海外派遣者の健康診断)関係
イ第1項及び第2項において、定期健康診断項目に血

糖検査を追加するととに伴い、平成元年労働省告示第
4 7号(労働安全衛生規則第4 5条の2第1項及び第2項

江規定に基づき労働大臣が定める項目を定める件)の
一部を改正し(平成 10年労働省、告示第卯号)、労働大

臣が定める項目から血糖検査を削除すること。
口第4項において準用する第4 4条第3項の労働大臣

の基準については、平成元年労働省告示第4 6号(労働

安全衛生規則第4 5条の2第4項において準用する同
令第4 4条第3項の規定に基づき労働大臣が定める基
準を定める件)の一部を改正し(平成10年労働省告示

鍛89号)、身長検査について医師が必要でないと認め
るときに省略することができる者を、 20歳以上の者に

改めることとしたこと。
(5)様式第5号関係
BMl (Body Mass Index)は、肥満度を判定する簡便

な指数であり、体重( k g ) /身長 (m)2で算出されるととロ
B M Iは、肥満の予防や改善のための指導を適切に行う

のに有用な指数であることから、他正健康診断項目と併

せて保健指導に十分活用することが望ましいこと。
(6)様式第6号関係

「健康診断項目Jの槻中に、「血糖検査」を加えるととも

に、「他党所見」及む「その他の検量むの欄を削るとととし
たこと。

(7)その他健康診断実施に当たって留意すべき事項

イ健康診断項目の省略等について

健康診断項目の省略及び医師が適当と認める聴力の
検査の実施については、年齢等により機械的に決定する

のではなく、個々の労働者について、医師が健康診断時

点の健康状態、日常生活状況、作業態様、過去の飽康診断
の結果、労働者本人の希望等を十分考慮して総合的に判

断すべきものであるとと。

口問診の充実について
脳岬嫉患についてはストレスや缶百習慣カぎ重要な

発症・増悪要悶であることから、厚煙、飲酒を含む生活習

慣に関する事項についても問診を行うことが望ましい
こと。ただし、問診の実施に当たっては、労働者の7'ライ
パシーに十分配慮する必要があること。

第3 玉掛用具として使用するつりチェ ン関係

1 改正の趣旨

クレーン、揚貨装置、パワーショベ)1等の玉掛けに用

いられるつりチエ←ニ等について、製造技術の進歩に伴

い蜘度に対する信頼性が向上したことに応じて安全係
数を見直すこととしたこと。
2 改正の要点

事業者は、安衛貝］1第 164条第3項第6号に規定するつ

りチ工←ン、揚貨装置の玉掛けに用いる鎖、及びクレ←

ン、移動式クレ ン又はデリックの玉掛け用具であるつ
りチェーンで、一定の要件を満たすものの安全係数につ
いては、 4以上とすることができることとしたとと(安衛

則第1併条、第46 9条の2、クレーン等安全規則(昭和4 7

年労働省令第3 4 号。以下「クレ ン貝リ」という。 )第213条
の2関係)
3 細音I事項

( 1 )安福則第164条第3項第6号のイ (1) r次のいずれ
にも該当するつりチェーン」、第4旬号の2第1項第1

号の「次のいずれにも該当する鎖」及びクレーン則第

21 3条の2第1項第1号の「次のいずれにも該当するつ
りチエ←ンJには、日本工業規格B B 8 8 1 6 (巻上用

チェーンスリング)に適合するチェ ンスリングの

チエ←ン部分(下図参Hわが含まれるものであること。

また、日本工業規格B 8 8 1 6に適合すること等により、
安衛員Ij第164 条第3項第6号イ(1)、第469 条の2第

1項第1号及びクレーン則第 213条の2第1項第1号

1=定める要牛に該当することが確認されているもの
W~のつりチェーン又は鎖については、安全係数5以

上で使用しなければならないものであること。

チェーンスリング各部の名称

結合リ J ク
(結合金具)

フック チェーン )マスタ リンク

なお、日本工業規格B 8 8 1 6は、平成10年3月20日
に改正されており、チェーンに係る要件の部(安衛
則第164条第3項第6号イ (1) (ii) 、第4 6 9条の2第l 
項第1号口及びケレーン貝I j第213条の2第1項第1号

口¢表の下織における「伸び」に相当する「破断全伸び」

σJ値等)が変更されていることに留意すること。
また、安衛則第 164条第3項第6号イ(1)、第469号

の2第1項第l号及びクレーン則第213条の2第1項

第1号に定める要件に該当することが確認されてい

るつりチェーン又は鎖で、刻印、タグ等により使用荷
重(切断荷重は安全係数で除したもの)が表示されて

いるものにあっては、当該使用荷重を選守するととで
足りるものであること。

(2)第 164条第3項第6号イ (1) (ii)、第46 9条の2第1

項第1号イ及びクレーン則第213 条の2第1項第1号

口に規定する「引張強さ」とは、つりチェーンX I諮問に
引張荷重を加え切断するまでの最大応力をいい、次の
算式により算出すること。

2X(切断荷重)
(引張強さ)~一一一つr d2ー ［N/mm2J

dチェーンの線径(mm)

また、第1正4条第3項第6号イ (1) (ii) 、第 469条の

2第1項第1号ロ及びクレ←ン則第213条の2第1項

第1号口に規定する「伸び」とは、つりチェーン又は鎖

に引張荷重を加え切断するまでの全伸びをいうこと。

第4 施行期日等

1 施行期日

上記第1から第3までの改正項目のうち、第2の2の
(1) 、(3 )及び(4)に関する規定は平成 11年1月1日か

ら、その他の規定は公布の日(平成 10年6月2 4 日)から
それぞれ施行されるとと。
2 経遇措置

改正省令の施行前にした行為に対ーする罰則の適用に
ついては、なお従前の例によること。

第5 関係通達の改正
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1 昭和54年3月25日付け基発第133号「労働安全衛
生規則の一昔Eを改正する省令の施行についてj関係

記の第2の8の (1)中 (1年」の次に「又は2年jを加え

る。

2 平成元年8月22日付け基発第462号「労働安全衛生
規則正一官5を改正する省令、有機溶剤中毒予防規則の

一部を改正する省令及び鉛中毒予防規則の部を改

正する省令等の施行について」関係
記の第3のIの2の (3)のハの項及び(4)の項を削

除する。
3 昭和 46年9月7日付け基発第621号「クレーン等安

全規制の一部を改正する省令の施行等について」関係

記の51を次のとおり改める。

51 第 21 3条及び第213条の2関係
第213条第2項の「ワイヤロープにかかる荷重」及び

第:213条の2第2項の「つりチェーンにかかる荷重Iの
算定にあたっては、玉掛けの際のつり角の影響町TT習
を考慮するものとすること。 祉U晶

事務連絡
平成10年6月22日

都道府県労働基準局
労働衛生主務課長鮫

労働省労働基準局
安全衛生部労働衛生課長

有機溶剤中毒予防規則第2 9条
第4項に規定する健康診断項目

の省略の要件の改正について

有機溶剤中毒予防規則(以下、「有機則」という。)第29

条第4項に規定する健康診断項目の省略要件に関する通
達(平成元年8月22日基発第 463号)の一部を改正する

通漣が平成10年3月24日に発せられた(平成10年3月
24日基発第 122号)。
今回の改正は、トルエン及びトルエンをその重量の5

%を超えて含有する物(以下、「トルエL等」という。 )に係
る業務に常時従事する労働者に対して行わなければな

らない尿中の馬尿酸の量¢検査について、標記吉田喜の要

件の見直しを行ったものであるロ

ついては、下記の事項に留意の上、その運用に遺憾な

きを期されたい。
記

1 改正の趣旨

有機則ではトルエニ等に係る一定の業務に常時従事

する労働者に対して、トルエン正生体吸収を監視するた

め、その尿中代謝物である尿中の馬尿酸の量の検査を義
務づ、けているが、尿中の馬尿酸は一部『飲食物が分解さ

れた場合にも生じるととから、飲食物の摂取状況の確認

等、当該検査に関する留意事項について周知に努めてき

たところである。
トルエン等を取り扱う事業場¢下業環境管理に関し

ては、作業環境評価基準が平町年に改正され、トルエン

の管理護度が100pp mから 50即mに変更される等によ
り、作業環境が改善され、当該作業に伴うトルエン等に

由来する尿中の馬尿酸の量についても低減化が図られ
ている。

しかし、馬尿酸の量¢検査に関する実態調査及び研究

結果等の新たな知見から、尿中の馬尿酸を生ずる可能生
のある飲食物は清涼飲料水類、柑橘類、食品添加物、風邪

薬等、極めて多岐に及ぶため、これらι飲食物に由来す

る馬尿酸が当該検査に混入することを完全に排除する
ことが明実的には極めて困難であり、作業管理や作業環

境管理が適切で曝露が十分低く押さえられている場合
であっても、飲食物の影響により尿中の馬尿酸の値が上

昇する場合のあることが明らかになった。

尿中の馬尿酸正値の検査に関しては有機1¥IJ第, 29条第
4項において、一定の要件を満たす場合に医師の判断で
省略することができるとされ(有機則第29条第4弱、 「連

続過去3回の(尿中の馬尿酸の)検査の結果、明らかな増

加傾向や急激な増減がないと判断されること」等の要件

に基づいて判断されることとなっているが、トルエン等
については、上述のように曝露か十分低く押さえられて

いるにもかかわらず、飲食物の影響により抑淀値に増加
傾向や増減がみられ、この要牛を満たすことが国難とな

る場合が生じてきている。
このようなj; l ( ,侃を踏まえ、尿中の馬尿酸の量の検査に

関する標記の省略の要件を見直し、従来の要件に加えて

作業管理や作業環境管理が適切て市曝露が十分低く押さ
えられていると考えられる場合においても、医師江事脚?

により当該検査を省略しても差し支えないものとした
ものである。

なお、トルエンの生体吸収を監視する手段として、現 

E寺点では尿中の馬尿酸の量の検査は依然として最も有

力なものであり、今回の省略の要件の改正が当該検査の
意義自体を否定するものではないととに特に留意する

必要がある。

2 改正の要点

(1)有機則第 29条第4項の規定に基つく尿中の馬尿酸
の量の検査の省略の要件に、作業管理や作業環境管理

が適切てれ曝露がート分低く押さえられていると考えら

れる次のような要件を新たに追加したこと。

イ前回の健康診断を起点とする連続晶去3回の有機溶

剤億康診断において、異常と忠われる所見が認められ
ないこと。

ロ今回の当該健康診断において、別添の表1(古ill止一平

成元年8月 22日基発第46 2号別添表1と同じ)に掲げ

る自覚症状又は他覚症状のすべてについて、その有無
を検査し、その結果、異常と恩われる所見がないこと。

ただし、これらの症状が、有機溶剤以外の要因による
と判断される場合は、この限りでない。

ハ前回の作業環境測定を記点とする連続晶去ヨ回の作

業環境測定の結果の評価がすべて第1管理区分であ

ること。

二作業環境の状態及び作業の状態等か従前と変化が

なく、かっその管理が適切に行われていると判断され
ること。

(2)尿中の馬尿酸の量正検査についての従前の省略要

件は、今回の改正以降も引き続き有効であること。

(3)尿中の馬尿酸の量の検査);(1｝の尿中の有機溶剤の

代謝物の量の検査に関する省略条件は変更さ町内
れないこと。 祉凶逼

［参考］尿中の有機溶剤の代謝物の量の検査に関する省略条件

対象となる8つの有機溶剤等(その重量の5パーセントを超えて含有する物を含む)

キシレン、 N ' Nージメチルホルムアミド、スチレン、テトラクロル工チレン、トリケロルエチレン、 1・1・1.トリクロル

エタン、トルエン、ノルマルヘキサン

改正前の省略条件

①キシレン
② N . Nジメチルホルムア

ミド

③スチレン
④テトラクロルエチレン

⑤ トリクロルエチレン

⑥1-1-1 トリケロルエタン

⑦ノルマルヘキサン
⑧ トルエン

イ 前回の健康診断を起点とする連続過去3回江有機溶弗l健康診断において、

異常と思われる所見が認められないこと。
口 「尿中の有機溶剤の代謝物の量E検査jについては、前回の当該検査を起点

とする連続過去3回の検査の結果、明らかな増加ti(旬や急激な増減がないと

判断されることロ
ハ 今回の当該健康診断において、日JI添の表1(省略)に掲げる自覚症状又は他

覚症状のすべてについて、その有無を検査し、そ江結果、異常と思われる所見
がないこと。ただし、これらの症状が、有機溶剤!)j~の要因によると判断され

る場合は、この限りでない。

ニ 作業環境江状態及己作業正状態等が従前と変化がなく、かっその管理が適

切に行われていると判断されること。

改正後の省略条件
トルエンについてのみ、現行江省略条件を拡大し、現行の上記イ～ニを満たす場合に加えて、下記(イ )～(2) を満た

す場合も省略可能とするロ

⑧ トル工ン イ 前回の健康診断を起点とする連続過去3凹の有機溶剤健康診断において、
異常と思われる所見が認められないこと。

ロ 今回の当該健康診断において、別添の表l(省略)に掲げる自覚症状又は他
覚症状のすべてについて、その有無を検査し、そ匹結果、異常と思われる所見

がないことロただし、これら臼症状抗有絹綿布I以外の要因によると半日新され

る場合は、との限りでない。
ハ 前田正下業環境測定を起点とする連続晶去3回の作業環境測定の結果の

評価がすべて第1管理区分であること。
二 作業環境の状態及び作業の状態等が従前と変化がなく、かっその管理が通

切に行われていると判断されること。
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基安発第18号
平成10年7月 21 日

都道府県労働基準局長殿
労働省労働基準局長

ごみ焼却施設における

ダイオキシン類の対策について

ごみ焼却施設から排出される決等の中からダイオキ

シン類が検出されたとの報道を契機として、ごみ焼却施

設におけるダイオキシン類への対応か社会的関心を集
めている。ごみ焼却施設を含む育掃業における安全衛生

対策については、平成5年3月2日付け基発第123号「清

掃業における安全衛生管理要綱jに基づき、各種の指導
を実施しているところであるが、今般、ごみ焼却施設等

におけるダイオキシン類による労働者への健康影響に

関し、中央労働災害酌止協会に「廃棄物処理業務等にお
ける化学物質による健康障害防止に関する調査委員会J
を設け、ごみ焼却施設等における作業環境の実態調査と

その支持表について検討を行ってきたところであるロその

結果、ダイオキシン類の空気中の濃度が一一般環境のもの
よりも高い個所がある等の調査結果か報告されその予

坊対策の必要性が指摘されたところである。
本件については、関係省庁においても調査併発が進め

られており、労働省としても更に調査研究を進めている

ところであるが、当面の労働衛生士1策として、下記の事
項に留意の上、関係事業場の指導等、適切な対応に努め

られたい。
なお、別添の「焼却炉周辺の作業場の空気環境のi~,U定

方法及E評価法」は、本通達と一体のものとして取り扱

われたい。

言己
1 焼却炉周辺の作業場の環境評価

空気中のダイオキシン類(ポリ塩化ジベンノジオキシ

ン及びポリ塩化ジベンゾフランをいう。)についての作
業環境の測定及び当該作業場の作業環境の評価を行う

とと。なお、当該測定及び評価については、別添の「焼却

炉周辺の作業場の空気環境の測定方法及び評価法jによ
るとと。

2 作業場における灰等の発散の抑制措置

上記1の作業環境測定の結果、管理問分2又は3の作

業場で作業を行わせる場合には、作業環境における粉じ

ん対策と同様の手順で各焼却炉における粉じんの発生
や飛散を次に掲げる方法により職場の環境改善を実胞
するとと。

(1)燃焼工程、作業才涯の改善
(2)発散源の密閉七

(3)作業の自動化や遠隔操作方式の導入

(4)局所排気装置及び除じん装置の設置
(5)作業場の湿潤化

(6)作業場正全体換気

3 呼吸用保護異の使用

上言己2の抑制措置を講ずることか国難な場合、又は当

該抑制措置を講じてもなお管理区分2又は3である作業

場で作業を行わせる場合には、有効な呼吸用保護具を着
用させること。
4 清潔の保持等

作業中は労働者に粉じんの付着しにくし可乍業衣、作業

手袋等を着用させるとと。また、ダイオキシン類の吸着

した粉じんで汚染された作業衣等は、2次発じんの原因

となることから、当該作業衣等はそオリユ外の衣類等から
隔離して保管させ、かっ、作業衣等に付着した粉じんが

発散しないように洗濯するとともに、当該事業場からの

持出しは行わせないこと。
なお、洗濯の排水にコいては、用後処理方自言主へ排出さ

せること。

5 焼却炉の内部の作業等

集じん斐置の内部t作業焼却炉の内部¢作喋持では、
エアラインマスク、ホースマスク又はこれらに準ずる呼

吸用保護具を着用させること。

別添

焼却炉周辺の作業場の空気環境の

測定方法及び評価法

1 作業l罵寛のι~IJ定方法

作業環境の視陀は、作業環境測定基準(昭和51年労働
省告示第46号)第2条第1項第2号の2の規定(B測定)

に準じた次の方法により行うこと。
(1)測定の場所

通常の業務において作者詩勃3立ち入るj暴所で行うこと。
(2)測定の位置

労働者の作業中の行動範囲の区域の中で、最も粉じん

の濃度が高くなると予測される位置において、床上

50c皿以上150cm 以下の高さにおいて行うこと。
(3)測定の時晶滞

作業が定常的に行われている時間に行うこと。なお、

屋外¢作業場にあっては雨天、強風等の悪天候時は避け
ること。

(4)測定の頻度

イ 上記(1)の場所について6月以内ごとに1回の測定

を実施すること。

口 方面空、設備、作業方法等について大幅な変更を行つ

た場合は、改めて測定を行うことロ
( 5 )試料採取方法等
焼却Hの周辺においてダイオキシン類を測定した結

果、 9 5 %以上のダイオキシン類は粒子として存在してい
ることが確認されたことから、作業環境 q'O)粉じんを捕

集し、次の方法により測定等を行うとと。

イ 空気中のタイオキシン類の濃度の測定
ろ過崎集方法及びガスクロマトグラフ質量分析方

法またはこれらと同等以上の性能を有する分析方法
によるとと。

また、試料の採取方法はハイボリュームエアサンフ。

ラ←を用いて、原則として毎分500リット )vで 18亙ぜ

以上の吸引量とすること。ただし、空気中の総粉じん
濃度が著しく高いと予想されるときは4 5 m3以上¢吸

引量とするととができること。

口 空気中の粉じん濃度の測定

下記♀の (1)の口の方法により作業環境中の総粉じ
ん濃度を用いて作業環境の評価を行う場合には、作業

環境中の品納}じん濃度¢測定は、ろ過捕集方法及び重

量分析方法によること。
また、詰:*いコ採取方法はハイボリュームエアサンフコ

ラ 又はロ ボリュームエアサンプラーで行うこと。
2 作業第寛の評価

作業環境の評価は、作業環境評価基準(昭和 63年労働

省告示第79号)に準じた次の方法により行うことロ
(1 )管理すべき濃度

イ ダイオキシン類の管理すべき濃度(以下fI :管理濃
度」という。)は、2.5pgTEα 訂とする。

口 次式を用いて求めたE管理濃度に相当するぜ針指じ

ん濃度(以下町管理濃度」という。)用いても差し支え

ない。

T管理濃度~D係数 X 2.5 (pgTEQ/m3)

空気中の総粉じん濃度( m g j m 3) 
D係数ニ

空気中のダイオキシニ農度ぐp g T E Q / mヨ)

D係数 f;t事業場において使用する焼却炉ι種類等
により異なるものであるため、事業場において焼却炉

の周辺、灰だLド業及び集塵械の周辺等において羽l定
を実施し各々のE係数を求め、上記正式で求めたT管

理濃度を用いて作業の評価をすること。

なお、焼却炉の周辺、灰だし作業及乙集塵機の周辺

で求めたE係数のうち最も小さい数値により求めた

T管理濃度を用いて当該事業場における全て0'J1t:業

環境のヨ訓面をしても差し支えないとと固

おって、施設、設備、作業方法等について大幅な変更

を行った場合は、改めてD係数を求めること。
(2)管理区分の決定方法

次の方法により管理区分を決定すること。

イ 第1管理区分

(イ)タイオキシン類の作業環境中の測定値(以下f D測
定値Jという。 )カミD管理濃度未満の場合をいうとと。

D測定値(pgTEαm司)く2.5

(ロ)ダイオキシン類の作業環境中の濃度を総粉じん濃

度に換算して評価を行う場合の総粉じん濃度の測定

値(以下fT測定値」という。)かT管理濃度未満の場合
をいうこと。

T測定値くD係数X2 . 5

口第2管理区分

(イ )D損定値がD管理濃度以上で、かっ、 D管理濃度の

1. 5倍以下である場合をいうこと。

2.5豆D測定値 (pgTEQ/m3)二五 3.7

(口)T測定値がT管理濃度以上で、かつ、 T管理濃度の

1. 5倍以下である場合をいうとと。

D係数X2.5 豆T測定値(mgjm3)孟D係数X3.7

ハ第3管理区分
(イ )D測定値かE管'i'l'濃度の1.5倍を超える場合をいう

ことロ

D測定値 (pgTEQ/m3)>3.7

(口)T測定値がT管理濃度の1.5倍を超える場合をいう

こと。

T測定値(mgjm3)>D係数 X3.7

3 記録の保存
作業環境の揖陀結果等の記録は、 30年間以上保管する

こと。

(参考)

(1) pg(ピコグラム):Igの1兆分の1の重さをいう。
(2) TEQ ダイオキシン類は21日種類ある異性体等の

総称であるが、各々の物質には毒生江強弱があるので、

それらに毒性に係る係数を乗じて、最も毒性の強い

2,3,7,8-Dibenzo一Dioxin(ジベンゾジオキシシ)の量に

換算したものをいう。 CToxic Equivalentsの防庁百
略) 叫叫
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海絶滅側 目 山山川川山川怒山山山山山山山川川山山山山:悔糊使紋I

表1労災年金・一時金のスライド率

事故発生日または診断確定日 スフイド率
昭和22年9月1日から昭和23年3月31日まで 20 ,701 %

昭和23年4月1日から昭和24年3月31日まで 7,528%

昭和2 4年4月1日から昭和25年3月31日まで 4,174 克

昭和25年4月1日から昭和26年3月31日まで 3,603 児

昭和26年4月1日から昭和27年3月31日まで 2,946%

昭和27年4月1日から昭和28年3月31日まで 2,541%

昭和28年4月1日から昭和29年3月31日まで 2,238 児

昭和29年4月1日から昭和30年3月31日まで 2,112%

昭和30年4月1日から昭和31年3月31日まで 2,02 日%
昭和31年4月1日から昭和3 2年3月31日まで 1,906%

昭和32年4月l日から昭和33年3月31日まで 1.839%
昭和33年4月1日から昭和34年3月31日まで 1,812%

昭和3 4年4月1日から昭和35年3月31日まで 1,702%

昭和35年4月l日から昭和36年3月31日まで し602%
昭和36年4月l日から昭和37年3月31日まで 1,433%

昭和37年4月1日から昭和38年3月31日まで 1,289%

昭和38年4月l日から昭和39年3月31日まで 1ヲ 162%

昭和39年4月1日から昭和岨年3月31日まで 1,049 児

昭和40年4月1日から昭和41年3月31日まで 960%

昭和41年4月1日から昭和42年3月31日まで 871克

昭和42年4月l日から昭和43年3月31日まで 784%

昭和43年4月l日から昭和44年3月31日まで 694%

昭和4 4年4月1日から昭和45年3月31日まで 607%

昭和45年4月1日から昭和46年3月31日まで 522%

最鑑保障4雪330開に
労働省.スライド率等も改正

労働省は、 7月 31 日付けで、①労災保険の給付

基礎日額の最低保障額を8月 1日から 4,330 円

へ(従来は4,2 9 0 円)引き上げるとともに、②労災

保険の年金給付基礎日額および療養開始から I
年 6か月経過後の休業(補償)給付基礎日額の年

齢階層別最低・最高限度額を表1のとおり、また、

Q労災保険の年金および｝時金給付のスライド

率を表2のとおり、各々改正した。

表 1、2とも、 1998年 8月 1日から 1999 年 7月

31 日までの聞に支給事由が生じたものに適用さ

れる。従前の数字については、 1997年 10 月号 33

昭和46年4月1日から昭和47年3月31日まで
昭和47年4月1日から昭和48年3月31日まで
昭和48年4月1日から昭和49年3月31日まで
昭和49年4月1日から昭和50年3月31日まで
昭和50年4月1日から昭和51年3月31日まで
昭和51年4月l日から昭和52年3月31日まで
昭和52年4月1日から昭和53年3月31日まで
昭和53年4月l日から昭和54年3月31日まで
昭和54年4月1日から昭和百年3月31日まで
昭和55年4月1日から昭和56年3月31日まで
昭和56年4月1日から昭和5 7年3月31日まで
昭和57年4月1日から昭和58年3月31日まで
昭和58年4月l日から昭和59 年3月31日まで
昭和59年4月1日から昭和60年3月31日まで
昭和同年 4月1日から昭和61年3月31日まで
昭和61年4月1日から昭和62年3月31日まで
昭和62年4月1日から昭和63年3月31日まで
昭和63年4月1日から平成元年3月31日まで
平成元年4月1日から平成Z年3月31日まで
平成Z年4月1日から平成3年3月31日まで
平成3年4月1日から平成4年3月31日まで
平成4年4月1日から平成5年3月31日まで
平成5年4月1日から平成6年3月31日まで
平成6年4月1日から平成7年3月31日まで
平成7年4月1日から平成8年3月31日まで
平成8年4月1日から平成9年3月31日まで

458%

102克 l

101 % 1

396%

333%

268%

228%

205%

188%

178%

167%

158%

151%

144%

140%

136 児

131%

128 児

125%

121%

118%

114%

110%

108%

106%

104%

昭和46年4月1日から昭和47年3月31日まで 458%

昭和47年4月1日から昭和48年3月31日まで 396%

昭和48年4月1日から昭和49年3月31日まで 333%

昭和49年4月1日から昭和50年3月31日まで 268%

昭和50年4月1日から昭和51年3月31日まで 228%

昭和51年4月l日から昭和52年3月31日まで 205%

昭和52年4月1日から昭和53年3月31日まで 188%

昭和53年4月l日から昭和54年3月31日まで 178%

昭和54年4月1日から昭和百年3月31日まで 167%

昭和55年4月1日から昭和56年3月31日まで 158%

昭和56年4月1日から昭和5 7年3月31日まで 151%

昭和57年4月1日から昭和58年3月31日まで 144%

昭和58年4月l日から昭和59 年3月31日まで 140%

昭和59年4月1日から昭和60年3月31日まで 136 児

昭和同年 4月1日から昭和61年3月31日まで 131%

昭和61年4月1日から昭和62年3月31日まで 128 児

昭和62年4月1日から昭和63年3月31日まで 125%

昭和63年4月1日から平成元年3月31日まで 121%

平成元年4月1日から平成Z年3月31日まで 118%

平成Z年4月1日から平成3年3月31日まで 114%

平成3年4月1日から平成4年3月31日まで 110%

平成4年4月1日から平成5年3月31日まで 108%

平成5年4月1日から平成6年3月31日まで 106%

平成6年4月1日から平成7年3月31日まで 104%

平成7年4月1日から平成8年3月31日まで 102克

表2年齢階層別最低・最高限度額

年齢階層の区分 最低限度額 最'"限度額
20歳未満 4,388円 13 ,430円

20歳以上25歳未満 5,335円 13 ,430円

25歳以上30歳未満 6,275円 13,723円

30歳以上35歳未満 7,005円 16,η口円

35歳以上40歳未満 7.5 03円 19,077円

40歳以上45歳未満 7,665円 21,261円

45歳以上主)歳未満 7,598円 22,583円
5日歳以上55歳未満 7ヲ431円 24,343円
55歳以上回歳未満 6ヲ716円 23,450円

60歳以上65歳未満 4,549円 19 ,395円

65歳以上70歳未満 4,330円 15,220円

70歳以上 4,330円 13,430円

頁を参照されたい。

同時に、同期間に支給すべき事由の生じた労災

保険の遺族(補償)一時金または障害(補償)年金

差額一時金の算定に関し、支給された遺族(補償)

ー時金または遺族(補償)年金前払 時金、障害

(補償)年金前払時金の額に乗ずべき額町17育
も改正されている(省略)。 祉lJ,;,d

V D T作業による「醜精疲労」
大阪.派遣労働者の労災認定

1. 週間の病休で解雇

オフィスではパソコンを相

手にする仕事が非常に多い。適

度の休憩をとることが健康障

害の予防の第ーだとはいえ、こ

れが実行できない職場も多い。

VDT作業による健康障害に

悩む労働者が増えている現実

のなかで、派遣労働者の増加や

企業業績の悪化などが相まっ

て有効な予防措置がとられず、

からだをこわされて解雇され

る (r契約解除」も同じ)場合も増

えている。

関西労働者安全センターに

相談のあったAさんの場合も、

こうしたひとりだった。極度の

眼精疲労になり、たった 1週間

休みをとったために派遣元の

会社を解雇されそうになった

Aさんは、ユニオンひごろに加

入し会社と交渉する 方で、労

災申請し、今年 7月上旬に業務

上認定された。

Aさんは現在、労働条件の悪

いこの会社を辞め、別の派遣会

社に移り、新たな職場で元気に

働いている。

@できない仕事をやれと

A さんは、日本キャリアリ

サーチけz阪市北区、以下「キャ

社 J)の派遣労働者として、 CAD
などの業務に、約 3年間従事し

ていた。ただし、キャ社は派遣業

未認可であり、発症当時の派遣

先には、 Aさんにキャ社との業

務委託契約を結ばさせて就労

させていた(社会保険、労働保険

とも未加入状態。建設国保に加

入させていた。いろいろ違法で

ある。)残っている「委託仕様

書Jには、基本給に当たる「月額

単価j、時給に当たる rl工数当

単価」、残業代に当たる「追加業

務単価」が記載されており、追加

業務単価は、通常残業と深夜帯

に分けて決められていた。

Aさんは、昨年12月から大阪

市内の構造設計関係のB社に

r C A Dオベレータ及び設計補

助業務jということで就労した。

当初は問題なく仕事をしてい

たが、 12月下旬に契約上にはな

いデータベースソフトの rAC←

CESS(アクセス)Jを使用して

の業務を命じられた。約束であ

る表計算ソフトの rEXCEL(エ

クセル)J上での業務とはまった

く違う業務であった。

業務命令ということで仕事

をしようと四苦八苦したが、要

求された内容をこなすことは

とても無理だったため、キャ社

の営業担当者にアクセスの使

える人を派遣するように頼ん

だが、「そういう人がいなしりと

いう返事だった。

年が明けて、まったく仕事が

進まずしかたなく B社の上司

に相談すると、「教えてもらえ j

というので、 B社の取引先にそ

の上司と相談に行ったものの、

「初心者で短期間に会社の求め

るようなデータベースを作る

ことは無理」と言われてしまっ

た。逆に、 B社が無理なことをA
さんに押しつけていたことが

証明されてしまったわけだ。

無責任な派遣元と派遣先の

対応、何とかクリアーしようと

頑張ることのためのストレス

から、 A さんは疲労困懲の状態

だった。アクセスでの仕事は休

止し、もとのソフトでの仕事に

戻ったものの、眼の乾きや疲れ

を自覚するようになっていた。

@痛み、吐き気

そして、その週末の土曜日夕

方から、「激しい目の痛みとおう

吐Jをもよおした。

日曜日には、「光がまぶしく

て、目が開けられないJので、暗

いところで一日中休んでいた。

月曜日、症状が変わらないの

で、近くの限科に。目が聞けられ

ないのでサングラスをして、家

族に手を引いてもらって行っ

たところ、「眼精疲労、左限近視

性乱視」と診断された。服薬、点

眼薬を処方され、仕事を休むこ

ととなった。

火曜日、夜に派遣先の担当次

長から、 r1週間代わりの派遣を

入れるので休養して復帰してく

ださしミ」と見舞の電話があった o

水曜日、再度眼科に受診した

が、やはり仕事は無理で、 B社に
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「今週いっぱいは無理」と伝え

た。

そして金曜日、キャ社から、

r B社から仕事を切りたいと連

絡があったJと、解雇を通告され

たのだった。

週明けの月曜日、 B社に荷物

を取りに行き、話を聞くと、 B社

では r ( Aさんが)Iエクセルをす

るのが嫌だと言っている』とい

う噂によって切ったjというと

とだった。 Aさんが、そうではな

いことを説明すると Jぜひ今ま

でどおり仕事を続けてほしい」

となり、ことの次第をキャ社に

電話すると、「あまり騒がせない

でくださいよ」と言われた。

その後、無理にアクセスの仕

事をさせられてまた症状が悪

化し休業をとった他は、復帰し

て順調に仕事を続けた。

解雇を言い渡されたときに、

安全センター、ユニオンひごろ

に相談してとられたのだった。

一連の経過は、 Aさんのことを

キャ社、 B社がいかに無責任に

雇用し、使用しているか、何のた

めに派遣労働者を使っている

かをよく示している。

Aさんは、決意してユニオン

に加盟、団交に臨み、労災申請を

行った。

@これが労災でないなら,

回交で会社に対して、労災申

請への協力、年次有給休暇の付

与、社保加入などを約束させる

一方で、 A さんは、 4月終わり

頃、ユニオン、安全センターとと

もに、大阪・天満労働基準監督署

に労災申請に赴いた。

経過からして労災認定され

ないとは到底考えられなかっ

たが、団交でも会社は労災休業

中のたった1週間の立て替え払

いさえせず、「労災申請したかっ

たら(勝手に)どうぞ」という不

誠実な対応だったので、労基署

には会社のこれまでの対賠を

説明するとともに、早期の業務

上認定を申し入れる必要が

あった。

労基署は、「前例もないし、と

にかくよく調べてから」と慎重

な対応であったが、その後、 Aさ

んの仕事状況にもよく配慮し

ながら調査を進め、この種の職

業病としてはかなり迅速な業

務上決定が行われた。通常では

まず起こらない症状であるこ

とや仕事と症状との関連性が

明確である点を、的確に判断し

たものと思われる。

VDT作業による頚肩腕障害

については労災認定例は少な

くないが、「眼精疲労」で認定さ

れたケースは経験がなかった

(空白肩腕障告で認定された被災

者のー症状である場合はある)。

しかし、世の中ではありふれた

現象だと足、われ、多くは私病で

すませたり、解雇や退職を強要

されでもそのままになってい

るケースが多いのではないだ

ろうか。

そうした意味で、 A さんの

ケースが労災認定された意味

は決して小さくない。

@眼精疲労の業務上認定

前提として確認しておきた

いのは、 VDT作業による健康

障害は、眼精疲労という眼の障

害だけに止まらない。頚肩腕障

害、精神症状など、肉体的、精神

的負担が引き起こす症状は幅

広い。したがって、疾病名にこだ、

わることが不適切な場合もあ

るというさとである。

眼精疲労の認定事例につい

ては、 1995年 8月に、ある関東

地方の国立大学事務職員が「限

精疲労等」として、公務災害認定

を受けた事例がある (1997 年

11月号41頁参照) 。

とのケースで、被災者は、頭

痛、おう吐、めまい、立ちくらみ、

ものを読めないなど多彩な症

状を呈した。 1992年3月にある

病院の内科に受診し、その病院

の眼科で「眼精疲労等Jと診断さ

れ、その年の 12月、紹介先の大

学病院において rVDT症候群」

と診断された。職歴、発症経緯か

らVDT作業が原因となってい

ることが明らかであるから、診

断名としてはある意味で的を

得ている。

しかし、この場合の認定:当局

である文部省は、「眼精疲労等」

のみを公務上災害と認定し、

r Y D T症候群」は公務外とした。

行政不服審査機関の人事院も

同様の決定を下している。この

ケースは、認定当局が問題の本

質から目をそらした典型的な

例と言えるだろう。

労災保険を管掌している労

働省は、 10年前にIYDT作業と

眼精疲労1(医学院修昭和大学

医学部教授深道義尚、労働省

労働基準局編、日本労働総合研

究所、 1988年、 1997年 1・2月号

73頁参照)のi J lで、労災認定の

考え方を当時の知見に基づい

て示している。

との中で、 VDT作業によっ

て起こり得る健康障害として、

まず、「頚肩腕症候群」をあげ、労

災認定にあたっては、頚肩腕症

｛闘干の認定基準(現在では、上肢

作業障害認定基準、平成9年2

月3日付け基発第6 5 号、 1997

年3月号2日頁参照)に従うとし

ている。

それに続いて、「眼精疲労」を

取り上げ、条件付きながら業務

上疾病として取り扱われる場

合があるとし、結論的には、

I V D T作業従事者に発生した

眼精疲労の取り扱いに当たっ

ては、個々の事例について、その

基礎にある疾病または異常の

適確な把握と、従事した VDT

作業の詳細な状況(作業時間、作

業環境、作業条件など)が重要で

あり、これらを総合して判断さ

れることとなる」と述べている。

労災認定については、とても前

101きとは言えまい。

要するに現在、明定された認

定基準はなく、いろいろ複雑で

わかりにくいととが書かれた、

この「解説書」があるだけという

ととである。

以上のような次第なので、 1&

精疲労を含め、 VDT作業に伴

う健康障害の労災認定に取り

組む祭には、医師の所見だけで

はなく、職歴、病歴の正確な把握

をして、健康障害実態の全体像

と労働との関連を明らかにす

るととがまず何よりも重要で

ある。その際、精神的ストレスの

影響や精神症状についても、い

たずらに本人の性格、素因とし

て片づけたり、無視してしまっ

たりしないようにすることが、

疾病の治療と予防にとって重

要だということも気をつけな

ければならない点だろう。

民後に付け加えると、眼科調

業l涯は労災保険の指定をとっ

ていることはほとんどなく、今

回も労災申請に当たっては、本

人とユニオンからの説明を要

@審査会で取り消し裁決

本年7月、労働保険審査会は、

再審査請求人・伊藤富嘉士さん

(男性・75才)に対する大宮労働

基準監督署長の労災不支給処

分を取り消すとの裁決を行つ

た(本年4月 1日付け) 。

脳随塞で倒れて以後6年 10

か月、伊藤さんは見事に労災認

定の勝利を勝ち取ることがで

きた。

83年 4か月無休の夜勤

伊藤さんは、当時、埼玉県大宮

市内の中央警備保障(株)の嘱託

社員として、上尾市内の北関東

エッソガス営業所の夜間警備

に派遣されていた。勤務時間は、

午後5時から翌日の午前9時ま

での16時問。営業所が休日にな

るときは、午前 9時から翌日 9

時までの2 4時間勤務だった。ヰl

央警備は交替要因を派遣しな

かったため、伊藤さんが毎日こ

したが、 Aさんのケースにおい

て、受診した眼科医は労災申請

に協力的であった。前述の関東

の事例でも同様だったという

ことで、眼科関係では、 VDT作

業のやりすぎがこうした症状

を招くことは、ごく当たり前の

こととして認識されて由

いるということだろう。

(関西労働者安全センター)

の勤務をこなしていた。驚くべ

きことに、伊藤さんは北関東

エッソガス営業所に派遣され

てから 3年4か月の期間、 1日た

りとも休みなく働いていたの

である。

1991年9月18日午前O時頃、

構内巡回中にめまいを覚えた

伊藤さんは、警備室に戻ったと

ころ、体が動かなくなり倒れて

しまった。早朝、出入りの運送業

者に発見され、救急車で上尾中

央病院に搬送された。幸い一命

はとりとめたが、脳梗寒と診断

され約6か月入院生活を送り、

右半身麻痘の後遺症が残った。

警備会社からも解雇され、自宅

で療養生活を続けていた。

@大宮労基署の業務外決定

伊藤さんの激務ぶり懸念し

ていた全石油スタンダード労

組は、脳梗塞の原因は無休勤務

による過労が原因と確信し、東

3年8か月無体で輔れた警輔員
埼玉.労働保験審査会で脳担塞逆転認定
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京東部労災職業病センター(当

時)と協力して労災認定の取り

組みを開始した。伊藤さんから

の聞き取り、医療機関・主治医と

の折衝、会社交渉などを行い、

1992年9月に、大宮労基署に労

災請求とともに意見書と資料

を提出した。

伊藤さんは、 3年 4か月の問、

無休で夜勤警備に従事してお

り、年間労働時間は4千8百時

間という度を超えた長時間労働

であった。契約は交替要員も含

めた警備体制を取ることになっ

ていたにもかかわらず、会社は

交替要員を派遣しなかった。

一勤務内に4時間の仮眠時間

があったが、新たにエッソガス

が導入したA T Pシステム(安心

テレパック)という一般家庭の

ガス漏れ警報装置が作動する

と即対応しなければならず、ま

ともに仮眠できなかった。また、

仮眠室には冷房装置もなく夏

場 1::仮眠がとれる環境にな

かった。さらに、発症前に 88時

聞の連続勤務があり、発症前日

には 20 本の ATPの電話対応

があった。

上尾中央病院の主治医も「業

務内容を検討したととろ、これ

以前に 2年間ほど、休日祭日も

休まず、精神的ストレスも極限

に達していたと考えられ、本症

の発症に大きな影響があった

と考えられるJと、明確に脳梗塞

発症と業務との関連を認める

意見を述べている。

しかし、埼玉労働基準局労災

医員協議会脳・心疾患専門部会

石橋孝雄部会長は、「発症前に

8 8時間継続勤務があったこと

などが認められるが、その業務

内容は実作業が少なく、 88時間

継続勤務での電話等の対応は、

おおむね、仮眠時間外に処理さ

れたものであることなどから、

業務の過重性は認められない。

私生活での自己の健康管理が

十分でなかったことが認めら

れる」との意見を出し、大宮労基

署はこれを根拠に、伊藤さんの

労災請求を業務外とする不当

な決定を行った。

つづく審査請求においても

審査官は、①拘束時間が長い警

備業務でも軽易な労働だった、

②ガス漏れ、ガス切れへの対応

なども非常に神経を使う仕事

ではなかった、③請求人は生来

頑強で、そのことがかえって自

己の健康管理を怠る原因とな

り、警備業務と私生活を混在化

させ、夜勤明けでも満足に睡眠

をとろうとせず、食生活や睡眠

に配慮を欠いており、主治医の

意見も信j憲性がないなどと予

断と偏見に基づく棄却決定を

行った。

@審査会公開審理

昨年3月19日、労働保険審査

会で再審査請求の公開審理が

聞かれた。出席者は、伊藤さんと

代理人としてセンターから飯

出、スタンダード労組から小田、

吉田組合員と元営業所社員の

関根、松田両氏が意見陳述を

行った。大宮労基署の不当な不

支給決定処分の理由に対し、代

理人意見書と関連資料を提出

し、それに基づき各代理人が実

証的・具体的な反駁を展開して、

次のように伊藤さんの業務の

過重性を主張した。

① 日常業務の過重性年間

拘束時間5千時間、少なく見

積もっても年間労働時間は4

千2百時間により、脳梗塞発

症時は肉体的・精神的疲労の

極限状態だ‘った。

② 仮眠時間中のガス遮断に

よる A T P対応で、睡眠待問

を中断することが常態化し

ていた。

③ エッソ側から再=警備員

の2名態勢を申し入れたい

が、中央警備は契約を履行せ

ず、交替要員を補充していな

かった。伊藤さんが倒れて以

後、急速 2.5名の勤務態勢と

なったことから、伊藤さんに

は当該職務で通常の2. 5倍の

業務負担があった。

④ 連続夜勤による健康障害

日本産業衛生学会交替勤

務委員会報告では、労働衛生

上月間の深夜業を含む勤務

回数は8回以下とする提言が

行われている。

⑤ A T P対応の困難さー深夜

は伊藤さんひとりで東日本

地域3万軒の ATP対応を任

されていたことにより相当

の精神的緊張とストレスが

あった。

⑤劣悪な仮眠環境仮寂室

のj窓は南側向きで冷房設備

がない。ベットの枕元に受話

器があり、 A T Pシステムと連

動しており、仮眠中も起こさ

れる。

⑦ 定時巡回警備の業務負担

北関東エッソ営業所は、設

立当初東洋一の規模を誇る

施設で高圧ガス法における

「高圧ガス製造所」に指定さ

れており、高圧ガスという危

険物を充填・貯蔵している。

昼間は高圧ガス等の危険物

取り扱いの専門家がいるが、

夜間は伊藤さんひとり。不測

の事態に対応できない。巡回

中、ガスボンベからガス漏れ

を発見したこともあり、相当

緊張が強いられる業務。

当日の労働側参与の熊谷氏

(連合本部)からも、埼玉労基局

脳心疾患労災医員協議会会長

意見書に対する鋭い質問や、警

備会社の悪質な労基法違反と

エッソ石油との業務委託契約

違反(交替要員の確保)を不聞に

しながら、不支給処分を請求人

自身の健康管理の怠慢による

ものとする行政判断の不当性

を厳しく追及する質問を行っ

ていただいた。

そのため、原処分庁代理の労

働省役人は、審査会に提出した

意見書の中で不支給理由の記

述の一部の撤回を表明せざる

をえなかった。

また、当該営業所のエッソの

社員の両氏からも、脳梗塞で倒

れる前の伊藤さんの勤務ぶりや

健康状態を証言してもらった。

伊藤さんご自身も、「交替の人

が来なければ、私がやるほかな

かった。自分なりに精杯ゃっ

てきたつもり。労災が認められ

ないのが私の年齢のせいにさ

れるのは納得できない。監督署

は警備員の仕事を軽く見過ぎ

ているように思う」と述べ、処分

取り消しを求めた。

@逆転裁決 1

労働保険審査会は、伊藤さん

の通常業務の過重性を認めた

うえで、 A T P対応での仮眠の中

断と睡眠時間確保の困難性を

さらなる過重性と認定した。そ

して、埼玉局労災医員協議会脳・

心専門部会長の意見に対して

も、「請求人の勤務実態等からみ

て、通常時においても適切な睡

眠の確保が図難となる面も

あって私生活での健康管理が

不十分なことのすべてを請求

人の責任ということができな

いことから、その前提事実を異

にしているので、阿部会長の意

見は採用できないJと退けた。ほ

ぽ請求人側の主張を認めた裁

決内容となっている。

伊藤労災の勝利は、伊藤さん

自身のねばり強い闘いはもち

ろんのこと、下請の警備員の労

災認定闘争に取り組んだ全石油

スタンダード労組の協力と支援

がなければありえなかった。

長期間にわたり下請労働者

の労災認定を支援し、勝利に結

びつけた全石油ス労組の活動

は特筆すべき取り組み困

であろう。

(東京労働安全衛生センター)

配管工の石舗輔がん認定
東京.会社すでになく認定lこ1年4か月

M さんは、配管工として、造

船での配管やビルの冷暖房空

調配管等にたずさわってきた。

事業所をいくつか変わりなが

ら、労働者として約8年、その後

請け負いで10年、配管作業に従

事した。

配管作業では、断熱材で用い

るアスベスト(石綿)の加工、壁

と配管との持者間などをアスベス

卜を水で練って埋めるといった

ことでの曝露と、アスベストの

吹き付け作業と同時に工事をし

たり、吹き付け面への穴開け等

でもアスベストを吸い込むこと

になる。

M さんは、 1996 年にみぞお

ちが痛くなり、 C T撮影後都立

病院を受診し、肺がんと告げら

れた。配管作業を離れて13年以
上経っていた。胸部X線写真か

ら、アスベスト曝露の特徴であ

る胸膜肥厚斑が読みとれた。

治療と並行してアスベスト

肺がんで労災申請の準備が進

められた。社会保険の記録をも

とに、本人の記憶を呼び起こし、

粉じん職場と作業内容の聴き

取りを行った。請け負いで働い

ていた時期に労災保険の特別

加入をしていなかったので、労

働者としての最後のアスベス

卜曝露があった職場を確認す

る必要もあった。その結果、昨年
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2月に東京・足立労働基準監替

署に労災申請を行った。

足立労基署の前に、本人が当

初最終粉じん職場と言ってい

た事業所所轄の池袋労基署に

相談に行っているが、双方の労

基署で「じん肺管開区分の申請

をするように」と言われている。

労働省は通達でアスベスト肺

がんの認定基準を示している

が、じん肺管理区分決定を受け

る必要はない。労基署の窓口が

不勉強なため、このような対応

になったと思われる。

また、足立労基暑では、「基準

局から指示されたので管理区

分申請をしてほしい」と言って

きた。不当な指示を質そうと東

京労働基準局労災管理課職業

病認定官に連絡すると、「あれは

衛生課(じん肺管理区分決定の

担当部署)と話をして管理区分

申請をしなくても対応します」

との回答。アスベスト関連疾患

での労災申請が少ないせいな

のか、基準局、労基署とも混乱し

た対応であった。

M さんが働いた四半世紀前

の会社はなくなっていたが、幸

い当時の同僚を見つけること

ができた。

結局業務 t認定されたのは

今年の 6月で、実に申請から 1

年4か月を要した。とくに昨年

7月以降は、すべての資料を提:-H
して労基署に判断を預けた状態

が 1年近くも続いたととにな

る。あまりにも時間のかかりす

ぎであり、改善を強く求めたい。

との問に、 M さんは、昨年3月

に入院oその後いったんは退院

するまで回復したが10月に再

入院し、 11月11日に亡くなられ

てしまった。享年 64歳。がんの

発見から 1年 2か月、労災認定

前の無念の死で日田

(東京労働安全衛生センター)

韓基自JA害命労災認定に1年半
長野.日系ボリビア人女性のKさん

1997年 1月29日の大雪の朝、

日系ボリビア人の女性 'Kさん

は、会社に行く途中で知人に主主

に乗せてもらって出勤し、駐車

場から会社に向かう途中で

滑って転倒。一緒に出勤してい

た娘さんに抱き起こされて帰

宅し、病院に行ったところ、左肘

脱臼骨折、左手関節骨折と診断

され、仕事を休まなければなら

なくなった。

当時、娘さんが重労働に耐え

かねて会社を辞め、会社は、 rK
さんの他にはアパートに居住

するなJとクレームをつけてき

ており、娘さんは大阪に働きに

出ようとしているところだっ

た。日常生活も不便になる Kさ

んは、娘さんと一緒に大阪に出

てとざるを得なかった。

大阪に出てきてから寝屋川

の協愛病院に通院し、 5月にな

り知人の紹介で関西労働者安

全センターに相談に来た。早速、

会社長野県佐久市の泉製作

所に連絡をとるが、会社はまっ

たく理解がなく、何度も会社や

顧問の社会保険労務士、所轄の

小諸労働基準駐督署に連絡を

しなければならなかった。

問題になったのは、事故当円

に受診した佐久市国保浅間病

院には 1日通院したのみで、大

阪の協愛病院に受診した2月

24 日まで受診していなかった

ことだった。

会社側の手続を代行するこ

ととなった社労士に、浅間病院

でその間の休業証明をもらう

ょう要請してその線で病院も

証明し、 7月にやっと労基署に

請求した。ととろが、しばらくし

て社労士に問い合わせると、「労

基署が空自の期間を『あとの病

院で証明をしてもらってくれ』

というので、協愛病院に紹介し

ている jという話。そ 0 )後もなか

なか支給されないのでまた間

くと、今度は、「協愛病院はそう

いう証明はできないという回

答がやっと返ってきた」という

のだった。結局、年を越すことに

なってしまった。

Kさんはその問、家族と転居

を重ね、もう国に帰ろうと恩っ

ているという話が伝わってき

たので、急逮三重から大阪に出

てきてもらい、再度当時の事情

を聞くと、浅間病院から協愛病

院の簡に京都の宇治徳州会病

院に一度受診していることが

判明し、これをテコに労基署と

交渉して、曲折はあったが初診

から協愛病院受診終了までの

既請求分の支給決定がやっと

との7月に行われた。

今年4月末の来阪時には、障

害請求のため田島診療所に受

診して、障害請求診断書を作成

して提出しているので、現在は

この決定を待っている。

最後の段階でも、本人のとこ

ろに足を運んで話を聞こうと

もせずに、「この間の経過を文書

にして、本人の署名入り、翻訳付

きで持ってとい」と余計な手続

を押しつけてくる労基箸の担

当宮のふざけた対応にはほと

ほとあきれ果てた。

長期間かかってしまったこ

とはセンターとしても反省し

ているが、会社の基本的認識の

欠如、労基署のきわめて不親切

な対応は明らかで、「何とかして

よj山の牌一町田
怨だ。

(関西労働者安全センター)

管理3じん輔合鮮輔がん申請
長崎・亜鉛鉱山の掘進作業が鹿困

長年にわたり長崎県対馬の

亜鉛鉱山で働き、じん肺に羅居、、

療養生活を送っていたW さん

は、今年の春に頭部の激しい痛

みを覚えて入院。検査の結果、原

発性の肺がんであることがわ

かった。その後の療養も空しく

5月には死去された。

7月になって遺族は、じん肺

に併発した肺がんによる死亡

として、所轄の労働基準監督署

長(大阪)あてに遺族補償給付等

の請求を行った。

じん肺による肺がんについ

ては、本誌でもたびたび紹介し

ているように(1997年8月号ほ

か参照)、現在の労働省の認定基

準では、最重症の管理区分4の

じん肺の人に発症したもの以

外認めていない。 W さんは管理

区分3のじん肺であり、直前の

検査においてもその状況は変

わっていなかった。

亜鉛鉱山での掘進作業とい

う、じん肺の中でも珪肺そのも

のともいうべきじん肺被災者

であったWさんについて、今後

労基署に対して速やかに業務

上としての処分を行うよう求

めていく。

現在の労働省の認定基準を

変えさせていくためにも、同様

の事例で泣き寝入りしている

現状を打破して、労災請求の取

り組みを全国的に進めていき

たい。 四
人関工学文時誌に高まる関』む
海外短信・Workers' Health

International Newsletter

園イギリスの安全衛生局 (HS

E )の研究によると、雇用主が、

イギリスの manual handling
laws(子作業法)に従うことで

なんら損失はなく、むしろよい

仕事の成果をあげている。労働

者の多くもこの法律を知って

おり、その広がりは、会社、専門

家、労働組合の協力があってこ

そのものだG

圃アメリカで United Parcel

Se円 ice(UPS)で労働組合チ

ムスターズは争議の末勝利し

たのであるが、パートタイム労

働者と年金の問題だけではな

くて、安全衛生も大きな争点で

あった。 Teamstersは、待物の

重量を最大限 150 ポンド以下

とするように要求、運動を進め

てきた。その結果、 70 ポンド以

上の荷物を運〆6'時には、機械な

り同僚なりの助けを得る権利

を獲得して協定したのだ。労働

安全衛生庁 (OSHA) もUPS関
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連では多くの訴えを受けてい
る。実際、事故も 100人当たり

33.8 人と、平均の2. 5倍である。

OSHAは会社に労働態様の見

直し、労働ペースの改善、安全教

育の実施を監督している。

園アメリカ郵便労働者組合 (A

PWU)が、配達バイクの座席が
背の高い労働者に合つてない

ことを経営側に認めさせようと

交渉してきた。ミネアポリス支
部では、製造メーカ との協議

の場を設けさせて、個々の労働

者に座席を合ったものにするよ

うに改善する合意に達した。

国アメリカ政府は、 RSIs(Re-

petitive Strain Injuries)など
の反復性障害の労働者数は、

1982年 22,6日O人だったのが、
ずっと増加してきたが、 1995年

にはじめて前年度比7%減の3 0

8,2 0 0人となったと発表した。

圃コンビューターに入力する

キーボード以外のマウス等の器

具が、やはり肩や腕に負担を生
じ、 「マウス・シンドロ ムJ、「マ

ウス・ア ム」と呼ばれている。

園カナダのブリティッシュ・コ

ロンビア州労働者補償局が、ブ

リティッシュ・コロンピア人間

工学規則を 1998年4月から施
行する。規則では雇用主に筋骨

格系傷害(MSIs: Musculo-

skeletallnjuries)の危険要因を
あらかじめ調べる義務を課し

て、それを最低限に減らし、労働
者にそれらの要因を教育、訓練

することを義務づけている。

国イギリスでR S I sの補償を求

める訴訟が労働者側の勝利と

なることで、職場でも RSIsが
法的地位を獲得してきた。 3人

の女性の裁判では、雇用主が適

切な休憩を取らさなかったこ

とやあまりに早いベースで仕

事をさせたことなどから、 17,

0 0 0ポンドの支払いを命じる判

決が下されたロ

園アメリカの食品企業 hudson

Foods 社で、鳥の加工工程で
300人もの労働者がRSIsに
なったことで、罰金8 0万ドルが

課せられた。

圃ワシントン安全衛生委員会
(WashCOSH)が Ergo Man
という安全衛生トレーニング

のコースを作っている。

園手根管症候群 (Carpel Tun­

nel Syndrome) の患者の8害)1が
保険会社から給付を拒まれ、 1
年以上保障が遅れている実態
がある。しかし裁判になるとほ

とんど全て認められる。

園アメリカの General Accou
nting Office (GAO)が、人間工

学的プログラムがR S I s発生を

減らし、補償費用も削減すると

の調査結果をまとめた。また、有
効なプログラム作成は、経営と

労働者の関与が必要であると

している。

圃1998年2月発行の Inter

national Archives of Occupa­

tional and Environmental

Medicine に、Action Research

が作成した振動計によって、

R S I sがいかに手の感覚神経を
冒しているかはっきりわかる

との報告が掲載されたロコン

ビューターを使用するなどリ

スクの大きい労働者とそうで

ない労働者を比較することで
実験も行ったが、まだ、 R S I sを

発症していない労働者につい

ても感覚の麻痩が判明すると
のこと。

薗 Oil,Chemical and Atomic 

Workers' Intemational Union

は、労働者か璃揚の監督官となる
ように教育訓練を試みている。

園ブラジルでは、リスクマップ

作りが安全衛生運動を進める

上で、非常に有効な武器となり、

労働組合の圧力もあって、リス

クアセスメントが法律で義務

づけられた。しかし、労働者の手

を離れてしまうと、専門家や技
術者によって行われてしまい、

意味が失われる。やはり労働組

合がきちんと関わるようにし
なければならない。

薗カナダのカジノで働く労働

者が安全衛生団体と一緒に、参

加棋の職場改善に取り組んだ。

マシンの騒音や華やかな証明、

客とのトラブルなど、非常にス

トレスの多い職場である。非常

に活発な議論が行われ、非常に

有効であった

臨調説軒T鑑輯
No.16 自[UG1998]

USN av誼Id由ckyard
間 tire曹saccus哩form串r
串mployers

by Tak描 hige N ish da 

Kanagawa Occupational Safety and
Health Center (KOSHC)

Since shipyard 田町'ees won
favorable out-of-court settlements

against theIr empl oyer Sumitomo 

Heavy Indus出 es Ltd., in
Yokosuka,w est of Yokohama (see 

JOSHRC New51etler No.10 July
'97), there i s another rnove to

question an employer' s' negligence 
in providing a safe and healthy
working environment,a nd claim

compe田 ation. In Yokosuka again,
another major shipya吋 owner has

been qu田 tioned-the U S Navy

20 victims clai血￥2 5 0 million
in compensation

on April 21,1 998,17 US Navy 
base retirees and three berea ved

famili田 put in a claim for

compe田 ation aga四 t the 
Yokohama Defense Facilities Office

(YDFO)l, one of the regional

organizatio田 affiliated with the 

Japanese Defense Agency. The
claimants allege that their illnesses,

and the deaths of their relativ田
were due to pneumoconiosis or

l山 19 cancer after roany years of
exposure to toxic dusts,i nduding

asbestos. In血 ct,品.1 the victims are 
officially certified to be occupational
asbestosis or lung cancer victims, 

and receive I compe田 ation

1U nder ase ries of agr田 .men包b由明田 

Jap阻田eand US Goverom'四 ts, it is
arranged that出eJapan田eGove問団ent
匂1文田over the liabili世田infeπed b y the 
US gaπisons toward dvilians. The
victir田 and famili回 claimed against 
YDFO,not血eUSNa'門

payments from the government
labor i田U四 nce scheme. The
victims and bereaved families

demanded that the US Navy or 
YDFO, which takes over the

navy's liabilities , should pay

additional indemnity to them,
apart frorn the official insurance
benefits. Among the deaths,t here

i s evidence that two of them we肥

due to asb田 tos- ind_ uced
p n e山田coniosis, or lung cancer
associated with hospi恒 lization or 

other treatmen 1. The bereaved

fa立註1ies are requesting survivo四 J

compe田 ation as well as

compe:出前ion for income los 1.The
問 maining victims and bereaved
family a四 claiming compe田 ation

for lost wages alone. The overョII 
total 凶翌日田川lion, with 唱0

rru日目n for bereaved fami1y
compe田 ation,a n d噛 75mi1lion j f田

.ve四 gewages 10は
D uring Korea War,a nd other 

con且icts throughout the posn叩r
period,Y o kosuka has hosted aU S 

Naval dockyard affi1i ated with the
adjoining US base. There a large 
number of Japanese workers have

been engaged in ship repa紅
ope阻 tions,or 開 trofitting using 

large quantities of asbestos. A large 
number of the victims worked as

well in the wa回 hip repair
ope回 tions,a n d were directly or

indirectly exposed to asbestos when

handling lagging used for boiler

retrofitting and piping and during

other refurbishing ope四 tio回
An epidemiological study 

revealed that although increased
work in warshi p repair produced
severer exposure to asbestos in the
195。目s, essential meas町田

including mask we ari ng,

education,t he instal1a tion of local
exha国担四, the isolation of dust-

related ope四 tio田 and s w田:pmg

had not been taken unt i1the early

1980's. Thes urviving victims say
in their statements that during the
Korea War (1950.1953),th ey had to

repair night and day a large
number of warships to be
mobil包 ed in the zon田 of conflict,

without wearing any mask to
prevent the heaviest a曲目t05
exposure

Most of the victims,o rganized

by the Yokosuka P回国10印凹田15
Victims Association,h ave been

actively involved in a solidarity

campaign for the above--mentioned
shipyard workers' ,I n this se田e,

the out-of-court settlement an !I
subsequent agreement between

Sumitomo Heavy Ind u s岡田Ltd
and the labor unions organizing
the retirees over the e:てtra

cornpen阻 tion undoubtedl y
encouraged the former US base
workers to face the overwhelming

mili旭町 establishment. From the

initial steps,K anagawa OSHC has
been supporting the for立 ler US
Naval dod明 rd w o r k師団putting
forward their cl剖 ms. Our effor匂 

will continue until their daims 

produce favorable results

Mar誼thondiscllssion

with Ministry of l詞bor

JOSHRC had its frrst substantial

talks with Labor ~品nistry officials
on December 17,1 997 and on 

March 20,1 998,f or at otal of six 

hours
In the era of Sohyo (the General 

Council of Trade Unions of Japan),

its OSHs ectもon-the Japan Workers 
Sa fety Center, and other

organizations ~ffiliated with the
aggressive national t目 de union
cent町田tablished ar oute through

which the labor unions brought
their demands to the Government
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However, when Sohyo was

dissolved into another trade union
confede阻 tion in 1990,t he Center 

was also brought to an end, 

resulting in ak ind of vacuum in
the area of workers health and 

safety. Although the biggest

umbrella org.田 uzation, Rengo
(J apanese Trade Union
Co nfe de四位on),has insisted on the

necessity of setting up as uccessor 

to the previous Japan Workers 
Safety Center, it i snot appar: ently
willing to put into practice its
admirable argument. Since 1990, 

Rengo has fai!ed to 四回拍blish a
major pathway through which their
demands are incorpo阻 ted into

govemment policies. In this 世田e, 
the jOSHRC talks with ollicials 01

the Labor M i nistry represent the
first sigru自由nt attempt to develop

ap e町田nentscheme wi出inwhich
g問 ssroots demands for safe and
healthy working environ血自由

challenge the poli.可 -make田The
田中0討 ance of these sessio田 with

the Labor 1¥1担nistry i s i11 ustrated by
the fact that as many as岨 officials 
artended the talks. Probably they

hoped that the talks would help 

recover the lost route from which
they had previously heard the 

VOIC田 ofworkers
JOSHRC posed approximately

50 qu田 tions or demands,w hich
were comprehe田 ive and
extensive. Among them, we

indicated especially the
compe田 a位on gap between vi,出血S

in private and public sectors. The
ac加 al compe田 ation benefits for
victims in the private sector are

generally poorer than th四 e for
their counte:中 arts in the public
sector~that is 定¥unicipal or
govemment もvorke目 During the

talks we dernanded that the
compe田a位on level for private
workers be raised to the same level 

as that for public 、,v orkers. The
officials,h o wever,di d not seem to

realize the seriousness of the gap, 
partly because the labor ministry
does not administrate the public
worke四 accident c o n中田15a包o n 
system

50∞ndly we pointed to the

extremely negative atti拍 de of the 

Labor M i nistry toward disdosing
information. In fact,t hey will not 

disclose the processes through
which the official criteria for

世間pa包onal diseases are
developed, nor the evidence

needed to support such criteria 
TheL abor 1'>也nistryhas ap e四 istent

tendency to implement even the

most important polici田 under the
10由¥ of circula四, which are not
required to be presentl吋 to the 

Diet for deliberation. These
shadowy manipulatio田皿_crease r也
discretion and influence, while

protecting the minist可 fr o m public 
criticisms. At the talks we asked

the officials whe ther they ha ve any
crit叩 afor disclosing information 

Their respo田 ewas no! 曲師四ng 
that they arbitrarily deteπmne
which documents should be

disclosed or not!
τhe third dernand i salso related 

to the openness of the M i nistry. We 
demanded that the Ministry make 
public the medical or _s cientific 
evidence for the actual criteria for

certiか~g various oc四 pational
出seases. For example, it i s widely 

known that the criteria for karoshi 
(sudden death rrom overwork) i s
unreasonably restrictive,a nd I s

seve田 'ly criticized as deviating
from social common 町田e 

However,t he officials on1y replied
!ha! !hey had co田 ulted expe出
before the criteria ザ、ere

detemtined, without pr田 ent回E
anyevid四 cesor the names of their 
experts. Thep rocess of developing
occupational 必5e.世 criteria-

which in themselves are very
con位。 ve四 ialー--s hould not be kept

c o n且dential web elieve
This attitude is 廿ue of the

polici田 that the M i nis住7
irnplernents for hazardous 

materials. As for the
carc皿.ogenecity of c可sta1lines出ca, 

which had been determ.ined by the 
Intemational Agency for Research
on Cancer (IARC),t hey repeated
th.at the material 泊 under
conside四 tion for possible revision 
to actual pneumoconiosis-related

reg叫 at抽出 without presenting

any evidence-- based arguments
Fourthly we asked them how

they intend to address the accident 

cover-ups which are carried out
throughout the industry in order to

avoid inspectio田 by regulato四,

and increases in insUTan目

prem iums . In fad several 
Prefectural M,吋ical A s回目tio田,

wru. ch indude medical p四 ct注目n e問 

have indicated in their report on
the accident cover-up pro blem ,th at

there a四 increasingly serious
cover-ups involving whole
compa出回古田Social Insuran田
Agency,th e M i nistry of Health and 
Welfare吋 filiated organization
administering the g o v eロunental
insurance for private in同n回 and
diseases,es timates that the Agency

沼田k田 payments annually for
60,000 cases of inj凹1田 and illnesses

which a回 probably occupationat

totaling up to翌日-2.2 billion. The

officials,h owever,也dnot seem to
consider these prevailing p血 ctio団

to be serio田, although many
victims are refused. adequate
c o m p e目前ion benefits

As stated above,t he rna田 thon
talks with the labor N日rus廿ア
四 vealed it s OIdosed-mindedness"
and lack of 回目itivity which 

undemrine workers' rights. A1s0 
these tendencies are illustra ted by
the proposed revi号ion of the labor
5tandards laws to allow an 

empl oyer to introduce a 
discretio田町 job a町四百ement
system, which might force

employees to a町四ge their work as
i fthey are contracto田 All !he lTョde
union confede問 tio n5, in dudi ng 

Rengo. oppose this system,w hich 
under mines workers" rights and
stat回。 Onthe other hand, it should

be noted that m阻 y officials 
atlended these talks with jOSHRC
to explain their policies,a nd hear

目制cal viewpoints from the labor 

side. With these talks as as tarting
point,w ew ill continue to祖 lk with 

the Ministry in order to effectively
bring our g岡田roots exp師団ce

and demands into the

government' 5 dedsion-making

proces匝 S
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東京.東京労働安全衛生センター

〒136～0071江東区亀戸7～10～1 Zビル5階

東京・三多摩労災職業病センター
千185～0021国分寺市南町2～6～7丸山会館2～5

東京・三多摩労災職業病研究会
司85日012国分寺市川7子13～15三多摩震療封霜鎖的

神奈川.社団法人神奈川労災職業病センター
官30.()062横浜市鶴見天豊岡町10～9サンコーホ豊佃;1505

新潟.財団法人新潟県安全衛生センター
干951~8065新潟市東都í!i2~481

静岡・清水地械勤労者協議会
〒424日812清水市小柴町2～8

京都.京都労働安全衛生連絡会議
官01～8432芳都市南区曲九条軍主判3日時山本ビ1川皆

大阪・関西労働者安全センター
守34()~(X)26大阪市中央区内相J1~2~13ばんらいビMD2

兵庫.尼崎労働者安全衛生センタ
〒660～0803尼崎市長洲本通1～16～17阪神医療牛協気付

兵庫・関西労災職業病研究会
育1iO.日制尼崎市長訓本通1~16~17阪神医療生協酬l支部

広島.広島県労働安全衛生センター
〒732～0827広島市南区稲荷町5-4前同ピル

鳥取・鳥取県労働安全衛生センター
〒680～0814鳥取市南町505自治労会館内

愛媛.愛媛労働災害職業病対策会議
〒792ー［削J3新居浜市新川町1~9~9

高知・財団法人高知県労働安全衛生セン安一
干780～0010高知市荊野イワ井岡1275～1

熊本・熊本県労働安全衛生センタ
刊 61.2105熊4市秒幸町世田3441初秋津レークタウンクリニック

大分.社回法人大分県勤労者安全衛生センヲー
〒87C凶臼36大分市寿町1~3労働福祉会館内

宮崎・旧松尾鉱山被害者の会
〒883肌ロ1 日向市防光寺283～211長江団地1～14

自治体・自治体労働安全衛生研究会
〒102～0085千代田区六番町1自治労会館3階

(オブザーバー)

福島・福島県労働安全衛生センタ
〒96C匂8103福島市船場町1~5

山円.山口県安全センター
干7 5 4心。 ω山口県小郡郵便局私書箱4 4号

E~皿ail eto::;hc@jca.ax.apc.org
TEL(03)3683~9765/F必C(03)3683~9766

TEL (04お )24-1024/FAX (0423)24- 1024

TEL (0423)24-1ヲ22/E必正(0423)25~2663

E~mail VZW01150@niliyserve.o r.jp
TEL (045)573~4289IFAX (045)575~1948

E~ mail KFR0047 4 @ n i立yserve.or.]p

TEL (025)228~2127IFAX (025)222~0914

TEL (0お 3)6ι68総 I E必王( 0543) 66~6889

TEL (075)691~6191/FAX (075)691~6145

E-mail koshc@osk2.3web.ne.jp

TEL (06)943~1527 IF.必((06)943~1528

TEL (06)488~9952 IFAX(06)488~2762

TEL (06)488~9952 IF.必 C(06)488~2762

TEL( 08 2)2 64-41 1 0 IFAX (082)264- 4110

TEL( o857)22~61 1O IF.必 C(0857)3下0090

TEL( 0897)34~0209/FAX(0897)37-l467

TEL (0888)45~3953/F.必C(O鎚8)45円3953

TEL (096)360ド19ヲl/FAX(096)368~6177

TEL (0975)37～7丹1 IFAX(0975) 34- 8671

TEL( 0982)53~9400 IF.必C(0982)53~3404

E-mai l sh-net@ubcnet.or.jp
TEL (03)3239~9470 IFAX (03) 32正4- 1432

TEL (0245)23~3586/F.必C(0245)23~3587
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